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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第16期 第17期 第18期 第19期 第20期

決算年月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月

(1) 連結経営指標等       

売上高 (千円) 4,628,872 5,234,673 7,458,606 7,328,759 7,771,190

経常利益 (千円) 96,694 279,360 578,431 545,560 548,441

当期純利益 (千円) 15,920 128,705 344,094 134,371 192,338

純資産額 (千円) 1,871,001 1,984,276 2,306,039 2,343,924 2,488,978

総資産額 (千円) 2,570,313 2,833,213 3,383,293 3,402,730 3,469,910

１株当たり純資産額 (円) 283,571.02 301,266.30 173,968.72 89,613.74 96,209.13

１株当たり当期純利

益金額
(円) 2,385.09 17,340.57 23,881.12 5,139.68 7,377.78

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金

額

(円) － 17,292.56 23,512.39 5,071.21 7,311.04

自己資本比率 (％) 72.8 70.0 68.2 68.9 71.7

自己資本利益率 (％) 0.8 6.7 16.0 5.8 8.0

株価収益率 （倍） 81.3 24.2 42.9 20.0 16.3

営業活動による

キャッシュ・フロー
(千円) △204,631 100,689 △245,657 177,774 547,171

投資活動による

キャッシュ・フロー
(千円) △98,513 △56,496 △52,988 61,372 △240,068

財務活動による

キャッシュ・フロー
(千円) △62,471 △22,151 △17,880 △50,461 △44,754

現金及び現金同等物

の期末残高
(千円) 884,006 905,949 590,006 779,668 1,041,916

従業員数

[外、平均臨時雇用者

数]

(人)
79

[28]

88

[30]

95

[31]

101

[33]

123

[30]

（注）１．売上高には消費税等が含まれておりません。

２．第16期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

３．平成17年２月18日付で普通株式１株を２株に分割しております。なお、第18期の１株当たり当期純利益及び

潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、株式分割が期首に行われたものとして算出しております。

４．平成18年２月20日付で普通株式１株を２株に分割しております。なお、第19期の１株当たり当期純利益及び

潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、株式分割が期首に行われたものとして算出しております。

５．第19期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用しております。
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回次 第16期 第17期 第18期 第19期 第20期

決算年月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月

(2) 提出会社の経営指標等      

売上高 (千円) 3,588,679 3,933,668 5,777,473 5,390,138 5,693,570

経常利益 (千円) 73,234 206,611 379,284 285,828 238,816

当期純利益 (千円) 2,996 91,272 243,203 11,658 38,667

資本金 (千円) 220,562 220,562 220,562 220,562 220,562

発行済株式総数 (株) 6,775 6,775 13,550 27,100 27,100

純資産額 (千円) 1,582,532 1,658,374 1,882,129 1,800,759 1,792,264

総資産額 (千円) 2,157,700 2,250,287 2,664,988 2,581,578 2,526,383

１株当たり純資産額 (円) 239,850.26 251,801.43 141,885.70 68,878.49 69,292.27

１株当たり配当額

(内１株当たり中間

配当額)

(円)
1,300.00

(－)

2,800.00

(－)

3,800.00

(－)

200.00

(－)

1,500.00

(－)

１株当たり当期純利

益金額
(円) 448.88 12,019.06 16,508.82 445.94 1,483.20

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金

額

(円) － 11,985.77 16,253.92 440.00 1,469.79

自己資本比率 (％) 73.3 73.7 70.6 69.8 70.9

自己資本利益率 (％) 0.2 5.6 13.7 0.6 2.2

株価収益率 (倍) 432.2 34.9 62.0 231.0 80.9

配当性向 (％) 289.6 20.1 23.0 44.8 101.1

従業員数

［外、平均臨時雇用

者数］

(人)
47

[17]

52

[21]

58

[23]

62

[27]

71

[22]

　（注）１．売上高には消費税等が含まれておりません。

２．第16期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

３．平成17年２月18日付で普通株式１株を２株に分割しております。なお、第18期の１株当たり当期純利益及び

潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、株式分割が期首に行われたものとして算出しております。

４．平成18年２月20日付で普通株式１株を２株に分割しております。なお、第19期の１株当たり当期純利益及び

潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、株式分割が期首に行われたものとして算出しております。

５．第19期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用しております。
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２【沿革】

年月 概要

昭和63年３月 商品の企画・開発、製造、販売を目的として東京都渋谷区神宮前三丁目に株式会社レッグスを設立

平成２年９月 本社を東京都渋谷区神宮前二丁目に移転

平成３年３月 マーケティング企画、デザインを行う子会社として東京都渋谷区神宮前二丁目に株式会社エスア

イピーを設立（現連結子会社）

平成９年４月 株式会社エスアイピーの事業目的に広告代理業を追加

平成10年４月 株式会社エスアイピーの株式を100％取得し完全子会社化

平成11年12月 香港出張所を開設

平成12年１月 インターネット関連事業を行う株式会社コム（台東区）に資本参加

平成13年７月 日本証券業協会に株式を店頭登録

平成13年７月 大阪出張所を開設

平成15年１月 深?出張所(中国)を開設、香港出張所を閉鎖

平成15年10月 大阪出張所を閉鎖

平成16年６月 株式会社レッグス（本社）、株式会社エスアイピーにおいてISO14001認証取得

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場

平成17年１月 人材派遣及び紹介を目的として東京都港区北青山一丁目に株式会社プロコミットを設立（現連結

子会社　出資比率97.0％）

平成17年４月 ブックオフコーポレーション株式会社と共同で経営コンサルティングを目的として東京都中央区

銀座八丁目に小山孝雄経営研究所株式会社を設立（現持分法適用関連会社　出資比率40.0％）

平成18年５月 株式会社レッグス（本社）、株式会社エスアイピーにおいてプライバシーマーク認定取得

平成18年６月 当社保有の株式会社コム社の全株式を譲渡
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３【事業の内容】

当社グループは、株式会社レッグス（当社）及び連結子会社２社、持分法適用会社１社で構成されております。当社グ

ループのビジネスは、顧客企業に「マーケティングサービス」を提供することであります。

  「マーケティングサービス」とは、企業が顧客を獲得・維持する活動、つまりマーケティング活動をサポートする

サービスであり、当社グループはこれを、「商品企画事業」、「マーケティングサービス事業」、「その他の事業」の３

事業部門で構成しております。

  現在、「商品企画事業」は当社、「マーケティングサービス事業」は当社及び株式会社エスアイピー、「その他の事業

[人材関連事業]」は株式会社プロコミットが中心となって推進しております。

  以上の当社グループの状況を事業系統図によって示すと次のとおりであります。
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(1）商品企画事業について

　商品企画事業（※１）は、顧客企業から『モノ』創りを請け負うサービスです。

　当社が企画・製作する『モノ』には、①販促物、②ＯＥＭ商品、の二種類があります。

①　販促物

　当社が企画・製作する販促物とは、広告と連動したキャンペーンの「プレミアムグッズ」や「ノベルティグッ

ズ」のことであります。

　「プレミアムグッズ」とは、「今コレを買うと○○がついてくる」や、「シールを３枚集めて○○をもらおう」

といった、いわゆる「キャンペーンの賞品」であります。当社は今まで、このプレミアムグッズの企画・製作（企

画→製作→納品→アフターサービス）を中心に事業を展開してまいりました。

　「ノベルティグッズ」とは、いわゆる「記念品」であります。例えば、カーディーラーが来店者に対して無料配

布するプレゼント等が該当します。

②　ＯＥＭ商品

　ＯＥＭ（※２）とは、「顧客企業が消費者に販売する商品」の企画・製作を請け負うことであります。ＯＥＭに

は「顧客企業の本業製品以外の『モノ』創りを請け負うケース」と、「顧客企業の本業製品そのものの企画・製

作を請け負うケース」との二つのパターンがありますが、当社にとっては、前者の「本業製品以外の『モノ』創

りを請け負うケース」が中心であります。例えば、パソコンメーカーが自社のブランド名で消費者に販売するパ

ソコンバッグの企画・製作がこれに該当します。

商品企画事業の一般的なフロー

※１　商品企画事業においては、製作物の生産を外注先に委託する、いわゆるファブレスの形態をとっております

（デザイン等を除く）。

※２　Original Equipment Manufacturingの略で相手先ブランド名で生産を行うことです。

(2）マーケティングサービス事業について

　マーケティングサービス事業とは、企業の売上を「マーケティング戦略の立案と実施」を通じてサポートするこ

とです。顧客企業に提供するサービスは、具体的には下記のとおりです。

●　マーケティング企画立案

●　セールスプロモーション（販売促進活動）に関する企画・制作業務

●　ウェブサイトを活用したeコマース（電子商取引）の実施サポート（ウェブサイト制作、マーケティングプラン

の立案・実施、商品の受注管理）

●　カタログを活用したダイレクトマーケティング（※１）・通信販売の企画、カタログの制作、受注管理

●　データベースマーケティング（※２）の実施

●　広告の企画・制作

●　イベントの企画立案、運営

●　その他

※１　「ダイレクトマーケティング」とは、マスマーケティングのように不特定多数に同一のメッセージを伝え

るのではなく、特定の消費者を狙って直接（ダイレクトに）コミュニケーションをとることによって、商

品もしくはサービスのより確実な購買を促そうというマーケティング手法です。
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※２　「データベースマーケティング」とは、消費者とのコミュニケーションを通じて獲得したデータ（消費者

データベース）を分析し、メッセージ、特典、デザイン、タイミング等を消費者に合わせて最適化すること

によってロイヤリティを高め、消費者から得られる利益を最大化するというコンセプトに基づいたマーケ

ティング手法です。

マーケティングサービス事業の一般的なフロー

(3）その他の事業［人材派遣・紹介事業］について

　人材の派遣・紹介を中心に展開しております。当社グループにおいては、マーケティング施策実施のための人材派

遣・紹介でサポートしております。

その他の事業［人材派遣・紹介事業］の一般的なフロー

　なお、各事業部門は、経理の状況における事業の種類別セグメントと対応しております。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（千円）

主要な事業の内容
議決権の所有（ま
たは被所有）割合

（％）
関係内容

（連結子会社）      

株式会社エスアイ

ピー

（注１、２、３）

東京都渋谷区 10,000
マーケティング

サービス事業
100.0

当社から、「販促

製作物」を仕入れ

ております。また、

当社に対して、

「マーケティング

企画」を販売して

おります。役員の

兼任は３名です。

株式会社プロコミッ

ト

（注２）

東京都港区 40,000

その他の事業

[人材派遣・紹介

事業]

97.0

当社に対して、

「人材紹介」を

行っております。

役員の兼任は２名

です。

（持分法適用関連会

社）      

小山孝雄経営研究所

株式会社 東京都中央区 20,000

その他の事業

[経営コンサル

ティング事業]

40.0 役員の兼任２名

　（注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２．特定子会社に該当しております。

３．株式会社エスアイピーについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割

合が10％を超えております。

主要な損益情報等　　　（1）売上高　　　　  3,173百万円

（2）経常利益　　　　　363百万円

（3）当期純利益　　　　207百万円

（4）純資産額　　　　　744百万円

（5）総資産額　　　　1,080百万円

５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成19年12月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

商品企画事業 30 (20)

マーケティングサービス事業 75 (6)

その他の事業 6 (1)

全社（共通） 12 (3)

合計 123 (30)

　（注）１．従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数は（　）内に年間の平均人数を外数で記載しております。

２．臨時雇用者数には、契約社員、パートタイマーを含み、派遣社員を除いております。
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(2）提出会社の状況

 平成19年12月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

71（25） 31.83 5.81 5,161,422

　（注）１．従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数は（　）内に年間の平均人数を外数で記載しております。

２．臨時雇用者数には、契約社員、パートタイマーを含み、派遣社員を除いております。

３．平均年間給与には賞与を含んでおります。

(3）労働組合の状況

　当社グループでは、労働組合は組織されていませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当連結会計年度におけるわが国経済は、大企業の設備投資計画や雇用が引き続き堅調で景気を下支えしているも

のの、米国など海外経済の減速に加え、建設投資の減少、原油高・円高などの不安材料が次第に大きくなり、企業は

景気の先行きへの警戒感を一段と強めつつあります。

  当社グループが属する広告・販促業界においても、インターネットを利用した様々な販促手法の開発や、飲料・

食品業界における企業間での「共同販促」の取り組み等、新しいニーズの広がりがある一方、テレビのスポットCM

等既存マス媒体向けの広告需要等は依然伸び悩み、業界内での競争環境は一段と激しさを増してきております。

  このような状況下、当社グループでは、当連結会計年度より新たに策定した中期経営計画において、これまでの戦

略市場であります飲料・食品・流通及び通信業界における既存顧客の深堀りと新規顧客の開拓、及び顧客ニーズに

対応した提供サービスの拡充を図りながら、戦略市場及び提供サービスの幅をひとつひとつ広げるべく積極的な事

業展開をしてまいりました。

　当連結会計年度における当社グループの経営成績に関しましては、広告代理店向けの営業活動を絞り込んだ為、当

市場向けにおいて前連結会計年度に比較して減収となったものの、その他の上記戦略市場、特に通信、流通顧客向け

とその他ＯＥＭ顧客向けにおいて大型案件の受注好調等により前期比で増収となり、全体の業績としても前期比を

上回る結果となりました。しかしながら飲料向けにおいて当初の見込み案件を失注したことにより、当連結会計年

度における業績が当初の見込みを下回る結果となりました。

　また、前期に発生いたしました製品の不具合によるトラブル対策として、品質マネジメントシステムの国際規格で

あるISO9001に基づく品質マネジメントシステムの構築を昨年より推進し、平成20年１月にISO9001の認証取得を完

了しております。当社が属する広告・販促業界においては、販促ツール等の品質トラブルが直接顧客企業のブラン

ドや信用の失墜につながるため、業界内で品質管理の重要性が非常に高まりつつありますが、これまで品質管理に

対する取り組みは他業界に比較して遅れているのが現状です。当社は、この認証取得により品質管理面で提供サー

ビスのより一層の差別化を図っていきたいと考えております。

　その他、当連結会計年度においては、多様化する顧客ニーズへの対応のため、株式会社メディアフラッグ及び株式

会社シアーズとの業務提携・資本提携を実施し、フィールドソリューション及び電子ＰＯＰ等の提供サービスの拡

充を図っております。

　主な事業の種類別セグメントの業績につきましては、まずマーケティングサービス事業におきましては、顧客に対

し効果的かつ効率的な販促施策を、企画から実施までワンストップで提供するサービスに注力した結果、飲料、通

信、流通顧客を中心に大型案件の受注に成功し業績の向上に寄与いたしました。

　商品企画事業につきましては、ＯＥＭ顧客向けが好調だったものの、広告代理店向けでは、これまでの拡大路線を

見直し営業体制の効率化を推進した結果、当セグメントでの売上高は減少となりましたが、営業利益率の改善、一人

当たり営業利益の改善等、収益性の向上を図ることに成功いたしました。なお、前連結会計年度において商品企画事

業として計上しておりました大手飲料顧客向けの売上を、提供サービスの変化に伴い、当連結会計年度ではマーケ

ティングサービス事業に計上していることも減収の大きな要因となっております。

　これらの結果、当社グループの「マーケティングサービス事業」の売上高は52億56百万円（前期比43.1％増）、営

業利益５億72百万円（同35.6％増）、「商品企画事業」の売上高は23億88百万円（同30.6％減）、営業利益３億67百

万円（同16.1％増）となりました。

　連結業績といたしましては、当連結会計年度の売上高は77億71百万円（前期比6.0％増）、営業利益５億51百万円

（同1.7％増）、経常利益５億48百万円（同0.5％増）となりました。また、当期純利益につきましては投資有価証券

評価損30百万円等の特別損失の計上により１億92百万円(同43.1％増)となりました。
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(2）キャッシュ・フロー

　当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、主に税金等調整前当期純利益及び売上

債権の減少に伴う営業活動における資金の増加により、前連結会計年度末に比較して２億62百万円増加し、当連結

会計年度末は10億41百万円となりました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は５億47百万円（前期比207.8％増）となりました。これは主として仕入債務の減少

２億10百万円及び法人税額等の支払１億56百万円による資金の減少があったものの、税金等調整前当期純利益５億

24百万円及び売上債権の減少２億13百万円による資金の増加があったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果支出した資金は２億40百万円（前期は61百万円の収入）となりました。これは主として投資有価

証券の取得による支出１億60百万円、敷金の差入による支出60百万円による資金の減少があったことによるもので

あります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果支出した資金は44百万円（前期比11.3％減）となりました。これは自己株式の取得による支出39百

万円、配当金の支払５百万円があったことによるものであります。

２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　該当事項はありません。

(2）外注実績

        当連結会計年度の外注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

前年同期比（％）

 商品企画事業（千円） 2,619,434 81.1

 マーケティングサービス事業（千円） 3,067,509 145.6

 その他の事業（千円） － －

合計（千円） 5,686,944 106.2

　（注）１．金額には、消費税等は含まれておりません。

２．金額は仕入価格によっており、セグメント間取引については相殺消去しております。

(3）受注状況

 　　　 当連結会計年度の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 受注高 (千円) 前年同期比（％） 受注残高 (千円) 前年同期比（％）

 商品企画事業 2,095,228 57.0 433,664 59.7

 マーケティングサービス事業 5,745,405 155.6 1,027,627 190.7

 その他の事業 79,052 45.1 41,400 46.7

合計 7,919,686 105.0 1,502,691 111.0

　（注）　金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(4）販売実績

 　　　 当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。
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事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

前年同期比（％）

 商品企画事業（千円） 2,388,406 69.4

 マーケティングサービス事業（千円） 5,256,532 143.1

 その他の事業（千円） 126,252 58.5

合計（千円） 7,771,190 106.0

　（注）１．金額には、消費税等は含まれておりません。

２．セグメント間の取引については相殺消去しております。

        ３．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次の通りで

            あります。

相手先

前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

 日本コカ・コーラ株式会社 931,552 12.7 831,910 10.7

４．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

近年、消費者の販促用製作物の品質に対する要求が厳しくなるとともに、顧客企業の要求もより一層厳しくなって

きております。当社グループはこれらの要求に応えるべく、品質マネジメントシステムの国際規格である、ISO9001に

基づく品質マネジメントシステムの構築を推進し、平成20年1月にISO9001の認証取得を完了しております。

　当社が属する広告・販促業界は、販促ツールなどの品質管理上のトラブルが直接顧客企業のブランドの信用の失墜

につながるため、業界内で品質管理の重要性がますます高まりつつありますが、これまで品質管理面に対する取り組

みは他業界に比較して遅れている状況でした。当社は、この認証取得により提供サービスの品質管理面でのより一層

の差別化を図っていきたいと考えております。
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４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のある事項には、以下のようなものがあります。

　なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成20年３月27日）現在において当社グループが

判断したものであります。

　なお、以下の当該事業等のリスクは、全ての事業活動上または投資判断上のリスクを網羅しているものではありませ

んので、ご留意下さい。

(1) 重大な不良品の発生について

　   当社グループの提供する商品、サービスにおいて、不良品が発生することがあります。不良品が発生した場

   合、値引きや商品の再生産、回収等の負担がかかる可能性があります。

　   当社グループでは、不良品の発生防止のため、品質管理、生産管理等には十分注意しておりますが、受注金額

   の大きな案件で不良品が発生した場合、当社グループの業績に大きな影響を及ぼす可能性があります。

(2) 取引内容による業績変動要因について

　   当社グループは、顧客企業のマーケティング活動をサポートしております。したがって、企業の新商品発売の

   有無や、マーケティング予算の増減やマーケティング手法の変化、請負金額の大きな案件の受注の成否等によ

   り、当社グループの業績に大きな影響を及ぼす可能性があります。

(3) 業界特有の取引慣行について

　   当社グループが属する広告・販促業界では、案件毎に契約書、発注書、受注書を取り交わすことが少ないとい

   う慣習があります。このため、当社グループにおきましては案件の進行を管理するために、顧客企業と見積書等

   による事前の内容、金額等の確認を行い、それを元に案件毎の受注・作業進行管理を行う体制を構築しておりま

   す。しかしながら、契約書等を取り交わしていない案件の進行過程において、顧客企業と認識の食い違いがあっ

   た場合、当社グループにとって不利な条件による業務の進行を余儀なくされ、業績に影響を与える可能性があり

   ます。

 

(4) 製造物責任法（ＰＬ法） について

　   当社グループは商品の企画から製作までを行っており、商品の欠陥が理由で事故が生じた場合には、製造物責

   任法（ＰＬ法）により損害賠償問題が発生する可能性があります。当社グループでは、このような事故が生じな

   いように、平成20年１月８日のISO9001の認証取得をはじめ、品質管理、生産管理体制の整備に注力しておりま

   すが、万が一事故が生じたときのためにＰＬ保険に加入しております。

　   過去にＰＬ法に抵触した問題は生じておりませんが、もし問題が生じた場合、損害賠償や社会的信用の失墜等

   により、当社グループの業績に大きな影響を及ぼす可能性があります。

 

(5) 製作物の生産体制について

　   当社グループの製作物は、生産を外注先に委託する、いわゆるファブレスの形態をとっております。したがっ

   て、例えば受注金額の大きな案件について製作物の生産を委託した外注先が、倒産等により業務停止に至った場

   合、納期遅れや再生産等が発生し、当社グループの業績に大きな影響を及ぼす可能性があります。

 

(6) 不当景品類及び不当表示防止法について

　   当社グループがキャンペーンに関する商品の企画・製作を受注する場合、不当景品類及び不当表示防止法によ

   って諸々の制約をうけることになります。同法に違反したキャンペーンを行った場合、損害賠償や社会的信用の

   失墜等により、当社グループの業績に大きな影響を及ぼす可能性があります。

 

(7) 第三者の知的財産権（著作権・特許権・実用新案権・意匠権・商標権）の侵害について

　   当社グループが提供する商品、サービスにおいては、提案する企画内容によっては第三者の知的財産権を侵害

   する（または不正競争行為に該当する）可能性があるため、企画を提案する際に知的財産権の有無を確認する必

   要があります。

　   しかし、企画立案から実施までの期間が短い案件が多いにもかかわらず、知的財産権の調査には所定の時間を

   要するため、全ての案件に関して対処することは困難であります。第三者の知的財産権を侵害する可能性がある

   と判断した場合には、極力弁理士を通じて確認するよう努めておりますが、商品、サービスの提供後、予想外の

   係争が発生した場合には、これらの係争が当社グループの業績に大きな影響を及ぼす可能性があります。

 

(8) 情報漏洩について

　   当社グループでは、顧客企業の新商品やマーケティング活動に関する多くの機密情報、また、キャンペーンの

EDINET提出書類

株式会社レッグス(E05199)

有価証券報告書

14/94



   応募や、市場調査におけるアンケート等を通じて取得した多くの個人情報を保有しております。これらの情報漏

   洩リスクに対しては、社内及び外注先の情報管理の徹底を図るとともに、平成18年５月16日にプライバシーマー

   クの認定を取得し、リスク管理の仕組みの改善を図り、従業員の個人情報取り扱いに関する十分な教育を行い、

   また、事故が生じたときのために個人情報取扱事業者保険に加入しております。

　   しかし、万が一これらの情報が外部に漏洩した場合、損害賠償や社会的信用の失墜等により、当社グループの

   業績に大きな影響を及ぼす可能性があります。

 

(9) 特定顧客企業への依存度について

　   当社グループの顧客構成につきましては、上位10社の占める割合が50％を超えております。したがって、当該

   顧客企業の経営方針に変更が生じた場合、販売状況に影響が生じることが予想され、当社グループの業績に大き

   な影響を及ぼす可能性があります。

 

(10) 代表取締役社長である内川淳一郎への依存度について

　   代表取締役社長である内川淳一郎は、当社の創業者であり、設立以来、経営の最高責任者を務めております。

   また当社の主要子会社、株式会社エスアイピーの代表取締役社長も兼任しているため、当社グループの実質的推

   進者であるといえます。

　   そのため、当社グループは、より強固なマネジメント体制の構築及び人材の育成により、内川淳一郎への依存

   度を引き下げる努力を行っておりますが、内川淳一郎が何らかの理由により業務の遂行が困難に陥った場合、求

   心力を失い、当社グループの業績に大きな影響を及ぼす可能性があります。

 

(11) 有能な人材の確保と育成について

　   当社グループの属する広告・販促業界における事業成功の要件は、業界の特性上、他業界に比較して、有能な

   人材の確保や教育に大きく依存しております。

　   そのため、今後何らかの理由により、有能な人材の確保または育成が困難な状況に陥った場合、当社グループ

   の業績に大きな影響を及ぼす可能性があります。

 

(12) 投資有価証券等保有資産価値の変動について

　   当社グループは、上場及び非上場の株式等の投資有価証券を保有しております。このため、時価を有する有価

   証券については株式市況及び債券市況の動向により、また時価のない有価証券については投資先会社の財政状態

   の動向により、評価損や売却損が発生し、当社グループの財政状態及び経営成績等に影響を及ぼす可能性があり

   ます。
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５【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

  　文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1) 重要な会計方針及び見積もり

　   当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成してお

ります。この連結財務諸表作成に当たり、必要となる見積もりに関しては、過去の実績等を勘案し合理的と判断さ

れる基準に基づき行っております。

　   詳細に関しては、「第５　経理の状況　１連結財務諸表　(1)連結財務諸表　連結財務諸表作成のための基本となる重

要な事項」に記載のとおりであります。

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析

　   「第２　事業の状況　１業績等の概要　（1）業績」に記載のとおりであります。

(3) 経営成績に重要な影響を与える要因について

　   「第２　事業の状況　４事業等のリスク」に記載のとおりであります。

(4) 経営戦略の現状と見通し

　   当社グループの属する広告・販促業界においては、北京オリンピック、北海道洞爺湖サミット等のプラス要因が

見込まれるものの、米国など海外経済の減速に加え、原油高・円高等の不安材料により、依然先行きが不透明な状

況にあります。このような状況下、当社グループは、既存顧客の深堀りと新規顧客の開拓、提供サービスの拡充を図

りながら提供サービスの幅をひとつひとつ広げていく事業計画を推進してまいります。

(5）当連結会計年度の財政状態の分析

   当連結会計年度末の総資産につきましては、前連結会計年度末と比較して67百万円増加して34億69百万円とな

りました。

　流動資産につきましては、現金及び預金が２億75百万円増加したものの、受取手形及び売掛金が２億13百万円、た

な卸資産が67百万円、その他の流動資産が59百万円減少したこと等により、前連結会計年度末に比較して62百万円

減少しております。

　固定資産につきましては、主に投資その他の資産が１億12百万円増加したこと等により、前連結会計年度末に比

較して１億29百万円増加しております。

　負債につきましては、主に流動負債の未払法人税等が１億18百万円増加したものの、買掛金が２億10百万円減少

したこと等により、前連結会計年度末に比較して77百万円減少しております。

　純資産につきましては、自己株式の取得により39百万円、配当金の支払いにより５百万円、評価・換算差額等株主

資本以外の項目が３百万円減少したものの、当期純利益が１億92百万円となり、前連結会計年度末に比較して１億

45百万円増加しております。

(6）資本の財源及び資金の流動性についての分析

   「第２　事業の状況　１業績等の概要　(2) キャッシュ・フロー」に記載のとおりであります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　　当連結会計年度において、重要な設備投資は行っておりません。

２【主要な設備の状況】

(1）提出会社

 平成19年12月31日現在

事業所名
（所在地）

事業の種類別セ
グメントの名称

設備の内容
帳簿価額（千円） 従業員

数
（人）建物 器具及び備品 合計

本社

(東京都渋谷区)

商品企画事業

マーケティング

サービス事業

商品企画・

マーケティ

ングサービ

ス事業設備

27,365 18,768 46,134
71

(25)

　（注）１．上記金額には消費税等は含まれておりません。

２．従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数は（　）内に年間の平均人数を外数で記載しております。

３．臨時雇用者数には、契約社員、パートタイマーを含み、派遣社員を除いております。

４．現在休止中の主要な設備はありません。

５．上記の他、主要な賃借及びリース設備として、以下のものがあります。

事業所名
（所在地）

事業の種類別セグメン
トの名称

設備の内容
年間賃借またはリース
料

（千円）

本社

(東京都渋谷区)

商品企画事業

マーケティングサービ

ス事業

本社事業所
年間賃借料

58,080

器具及び備品
年間リース料

4,329

(2)国内子会社

 平成19年12月31日現在

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員
数
（人）建物

器具及び
備品

合計

㈱エスアイピー
本社

(東京都渋谷区)

マーケティ

ングサービ

ス事業

マーケティン

グ事業設備
74 1,686 1,761

46

(5)

　（注）１．上記金額には消費税等は含まれておりません。

２．従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数は（　）内に年間の平均人数を外数で記載しております。

３．臨時雇用者数には、契約社員、パートタイマーを含み、派遣社員を除いております。

４．現在休止中の主要な設備はありません。

５．上記の他、主要な賃借設備として、以下のものがあります。

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類別セ
グメントの名称

設備の内容
年間賃借料
（千円）

㈱エスアイピー
本社

(東京都渋谷区)

マーケティング

サービス事業
本社事業所

年間賃借料

27,625

　（注）　上記設備は、提出会社から賃借しているものであります。
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３【設備の新設、除却等の計画】

　当社グループの設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して計画を策定しております。

設備計画は原則的に連結各社が個別に策定しておりますが、計画策定に当たっては予算編成会議において提出会社を

中心に調整を図っております。

　なお、当連結会計年度末において新たに確定した設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

 (1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 98,000

計 98,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
(平成19年12月31日)

提出日現在発行数（株）
(平成20年３月27日)

上場金融商品取引所名
または登録認可金融商
品取引業協会名

内容

普通株式 27,100 27,100 ジャスダック証券取引所 －

計 27,100 27,100 － －

 (2)【新株予約権等の状況】

　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①　平成15年３月27日定時株主総会決議

 
事業年度末現在

（平成19年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年２月29日）

新株予約権の数（個）　(注１) 90 同左　

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 360  同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円）　(注２) 51,905　 同左　

新株予約権の行使期間
自　平成20年３月27日

至　平成25年３月26日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　 　　　51,905

資本組入額　 　　25,953
同左

新株予約権の行使の条件　  (注３） 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

　新株予約権を譲渡すると

きは、当社取締役会の承認

を要するものとする。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

　（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、４株であります。

２．新株予約権発行日後に当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込価額を調整し、調整

による１円未満の端数は切上げる。

調整後払込価額＝調整前払込価額×
１

分割・併合の比率

　また、新株予約権発行日後に時価を下回る価格で、新株を発行する場合または自己株式を処分する場合（新

株予約権の行使により新株を発行する場合は除く。）は、次の算式により払込価額を調整し、調整による１円

未満の端数は切上げる。
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既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込価額

調整後

払込価額
＝
調整前

払込価額
×

新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数

　上記計算において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除し

た数とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式処分」、「１株当たり払込価額」を

「１株当たり処分価額」と読み替えるものとする。

　さらに、当社が合併または会社分割を行う場合等、目的となる株式の数の調整を必要とするやむを得ない事

由が生じたときは、当社は必要と認める払込価額の調整を行う。

３．①　新株予約権の割当てを受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、新株予約権の権利行使時におい

ても、当社及び当社子会社の取締役、監査役及び従業員の地位にあることを要するものとする。

ただし、当社と割当対象者との間で締結する新株予約権割当契約（以下、「割当契約」という。）に定め

る一定の要件を充足した場合に限り、当社及び当社子会社の取締役、監査役または従業員たる地位を失っ

た場合も引き続き、その権利を行使することができる。

②　新株予約権の相続は認めない。

③　新株予約権の質入、その他の処分は認めない。

④　その他権利行使の条件は、新株予約権発行の本総会決議及び今後の取締役会決議に基づき、当社と対象取

締役、対象監査役及び対象従業員との間で締結する割当契約に定めるところによる。

②　平成17年３月30日定時株主総会決議

 
事業年度末現在

（平成19年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年２月29日）

新株予約権の数（個）　(注１) 204  同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 408  同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円）　(注２) 242,500  同左 

新株予約権の行使期間
自　平成22年３月30日

至　平成27年３月29日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　242,500

資本組入額　　　121,250
同左

新株予約権の行使の条件 （注３） 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

　新株予約権を譲渡すると

きは、当社取締役会の承認

を要するものとする。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

　（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、２株であります。

２．新株予約権発行日後に当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込価額を調整し、調整

による１円未満の端数は切上げる。

調整後払込価額＝調整前払込価額×
１

分割・併合の比率

　また、新株予約権発行日後に時価を下回る価格で、新株を発行する場合または自己株式を処分する場合（新

株予約権の行使により新株を発行する場合は除く。）は、次の算式により払込価額を調整し、調整による１円

未満の端数は切上げる。
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既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込価額

調整後

払込価額
＝
調整前

払込価額
×

新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数

　上記計算において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除し

た数とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式処分」、「１株当たり払込価額」を

「１株当たり処分価額」と読み替えるものとする。

　さらに、当社が合併または会社分割を行う場合等、目的となる株式の数の調整を必要とするやむを得ない事

由が生じたときは、当社は必要と認める払込価額の調整を行う。

３．①　新株予約権の割当てを受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、新株予約権の権利行使時におい

ても、当社、当社子会社、当社の資本提携先及び当社の業務提携先の取締役、監査役及び従業員の地位にあ

ることを要するものとする。

ただし、当社と割当対象者との間で締結する新株予約権割当契約（以下、「割当契約」という。）に定め

る一定の要件を充足した場合に限り、当社、当社子会社、当社の資本提携先及び当社の業務提携先の取締

役、監査役及び従業員たる地位を失った場合も引き続き、その権利を行使することができる。

②　新株予約権の相続は認めない。

③　新株予約権の質入、その他の処分は認めない。

④　その他権利行使の条件は、新株予約権発行の本総会決議及び今後の取締役会決議に基づき、当社と新株予

約権者との間で締結する割当契約に定めるところによる。

         会社法第236条、第238条及び第239条の規程に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

 　   ① 平成19年３月28日定時株主総会決議

 
事業年度末現在

（平成19年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年２月29日）

新株予約権の数（個） (注１) 　　294 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 294 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） (注２) 　155,000 同左 

新株予約権の行使期間
自　平成24年３月28日

至　平成29年３月27日
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の　

発行価格及び資本組入額（円）(注４) 

発行価格　

資本組入額

221,979

110,990
同左 

新株予約権の行使の条件  （注３） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項

 新株予約権を譲渡するとき

は、当社取締役会の承認を要

するものとする。

同左 

代用払込みに関する事項  －  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －  －

 （注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。

 

 　　　２．次の①または②の事由が生ずる場合、それぞれ次に定める算式により行使価額を調整し、調整による

　　　　　 １円未満の端数は切上げる。

           ①　割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

           ②　新株予約権発行後、時価を下回る価額で新株を発行する場合または自己株式を処分する場合（ス

               トックオプションの権利行使による新株発行または自己株式の処分を行う場合を除く。）
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既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１株当たり時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

            上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数

            を控除した数とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式処分」、「１株当

            たり払込価額」を「１株当たり処分価額」と読み替えるものとする。

           ③　さらに当社が合併または会社分割を行う場合等、目的となる株式の数の調整を必要とするやむを

               得ない事由が生じたときは、当社は必要と認める行使価額の調整を行う。

       ３．①　新株予約権の割り当てを受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、新株予約権の権利行使時

               においても当社、当社子会社の従業員及び社外協力者の地位にあることを要するものとする。ただ

               し、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約（以下、「割当契約」という。）に定

               める一定の要件を充足した場合に限り、当社、当社子会社の従業員及び社外協力者たる地位を失っ

               た場合も引続き、その権利を行使することができる。

           ②  新株予約権の相続は認めない。

           ③  新株予約権の質入、その他の処分は認めない。

           ④　その他権利行使の条件は、定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との

                間で締結する割当契約に定めるところによる。

 　　　４．発行価格は、新株予約権の行使時の払込金額155,000円と付与日における公正な評価単価66,979円を合算し

　　　　 　ております。

 

 (3)【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 (4)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成17年２月18日

（注）１
6,775 13,550 － 220,562 － 267,987

平成18年２月20日

（注）２
13,550 27,100 － 220,562 － 267,987

　（注）１．平成16年12月14日開催の取締役会決議に基づき、平成16年12月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載

または記録された株主の所有株式について平成17年２月18日付で、１株を２株に分割いたしました。この結

果、発行済株式総数が、6,775株増加しております。

２．平成17年12月14日開催の取締役会決議に基づき、平成17年12月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載

または記録された株主の所有株式について平成18年２月20日付で、１株を２株に分割いたしました。この結

果、発行済株式総数が、13,550株増加しております。
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 (5)【所有者別状況】

 平成19年12月31日現在

区分

株式の状況
単元未満
株式の状
況

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その
他

計
個人以外 個人

株主数

（人）
－ 8 6 11 1 － 960 986 －

所有株式数

（株）
－ 2,577 87 738 15 － 23,683 27,100 －

所有株式数

の割合

（％）

－ 9.51 0.32 2.72 0.06 － 87.39 100.00 －

　（注）１．自己株式1,251株は、「個人その他」に含めて記載しております。

２．「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が２株含まれております。

 (6)【大株主の状況】

 平成19年12月31日現在

氏名または名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

内川　淳一郎 東京都世田谷区 13,392 49.42

レッグス従業員持株会 東京都渋谷区神宮前二丁目４番12号 2,057 7.59

坂本　孝 山梨県甲府市 720 2.66

椛澤　紀夫 東京都世田谷区 706 2.61

楠田　肇 東京都世田谷区 650 2.40

株式会社インターエックス 東京都目黒区自由が丘三丁目１番８号 600 2.21

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 560 2.07

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町一丁目13番１号 560 2.07

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 560 2.07

平賀　一行 東京都大田区 519 1.92

計 － 20,324 75.00

　（注）　上記の他、自己株式1,251株（4.62％）を保有しております。なお、当該株式は、会社法第308条第２項の規定により

議決権を有しておりません。
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 (7)【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成19年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　1,251
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　 25,849 25,849 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 27,100 － －

総株主の議決権 － 25,849 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が２株含まれております。また、「議決権

の数（個）」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。

②【自己株式等】

 平成19年12月31日現在

所有者の氏名ま
たは名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社レッグス
東京都渋谷区神宮

前二丁目４番12号
1,251 － 1,251 4.62

計 － 1,251 － 1,251 4.62
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 (8)【ストックオプション制度の内容】

　当社はストックオプション制度を採用しております。当該制度は旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に

基づき新株予約権を発行する方法によるもの及び会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき新株予約

権を発行する方法によるものであります。

（平成15年３月27日定時株主総会決議）

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社従業員及び当社子会社従業員に新株予約権を付与す

ることを平成15年３月27日の定時株主総会において特別決議されたものであります。

　決議年月日 平成15年３月27日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社従業員及び当社子会社従業員合計14名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（平成17年３月30日定時株主総会決議）

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社、当社子会社、当社の資本提携先及び当社の業務提携

先の取締役、監査役及び従業員に新株予約権を付与することを平成17年３月30日の定時株主総会において特別決

議されたものであります。

　決議年月日 平成17年３月30日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社、当社子会社、当社の資本提携先及び当社の業務

提携先の取締役、監査役及び従業員合計14名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（平成19年３月28日および平成20年３月26日定時株主総会決議）

会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、当社、当社子会社の従業員及び社外協力者に対し、特に有

利な条件をもって新株予約権を発行することを平成19年３月28日の定時株主総会において特別決議されたもの

でありますが、本新株予約権には、各本新株予約権の目的となる株式の株の調整条項が規程されておらず、今後、

当社が株式分割もしくは株式併合を行なった場合、当初、期待していた経済的利益と相違する不都合を生じるた

め、本新株予約権の権利内容を一部変更し、付与株式数の調整条項を規定することを平成20年３月26日の定時株

主総会において特別決議されたものであります。

　決議年月日 平成19年３月28日および平成20年３月26日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社、当社子会社の従業員及び社外協力者合計26名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株）  294　（注）
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新株予約権の行使時の払込金額（円） 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注）割当日後、当社が当社普通株式につき、株式分割（当社普通株式の株式無償割り当てを含む。以下、株式分割の

　　　記載につき同じ。）または株式併合を行う場合には、次の算式により各新株予約権の目的となる株式の数（以下、

　　「付与株式数」という。）を調整する。

　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・併合の比率

　　　また、上記のほか、割当日後、付与株式数の調整をすることが適切な場合は、当社は、合理的な範囲で付与株式

　　　数を調整することが出来る。

 

 （平成20年３月26日定時株主総会決議）

会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、当社、当社子会社の従業員及び社外協力者に対し、特に有

利な条件をもって新株予約権を発行することを平成20年３月26日の定時株主総会において特別決議されたもの

であります。

決議年月日 平成20年３月26日

付与対象者の区分及び人数（名）  当社、当社子会社の従業員及び社外協力者

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式　（注）１

株式の数（株）  400株を上限とする。（注）２

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注）３

新株予約権の行使期間
自　平成25年３月26日

至　平成30年３月25日

新株予約権の行使の条件  （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項  （注）４、５、６

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

　（注）１．各新株予約権の目的たる株式の数（以下、「付与株式数」という。）は１株とする。

　　　　２．割当日後、当社が当社普通株式につき、株式分割（当社普通株式の株式無償割り当てを含む。以下、株式分

　　　　　　割の記載につき同じ。）または株式併合を行う場合には、次の算式により各新株予約権の目的となる株式の

　　　　　　数（以下、「付与株式数」という。）を調整する。

 　　　　　 調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・併合の比率

 　　　　　 また、上記のほか、割当日後、付与株式数の調整をすることが適切な場合は、当社は、合理的な範囲で付与

            株式数を調整することが出来る。

３．各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権の行使により交付を受けることが

できる株式１株当たりの払込金額（以下、「行使価額」という。）に付与株式数を乗じた金額とする。行使価

額は、割当日の属する月の前月の各日（取引が成立していない日を除く。）における株式会社ジャスダック証

券取引所が公表する当社普通株式の普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額（１円未満の端数は切上

げ）とする。

　ただし、当該金額が割当日の前日の終値（当日に終値がない場合は、その日に先立つ直近日の終値）を下回

る場合には、当該終値を行使価額とする。

　なお、割当日後、当社が当社普通株式につき、株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額

を調整し、調整による１円未満の端数は切上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

株式分割・併合の比率

　また、割当日後、当社が当社普通株式につき、時価を下回る価額で、新株を発行する場合または自己株式を処

分する場合（ストックオプションの権利行使による新株発行または自己株式の処分を行う場合を除く。）に
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は、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切上げる。

    既発行

株式数
＋
新規発行株式数×１株当たり払込価額

調 整 後

行使価額
＝
調 整 前

行使価額
×

新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数

　なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する普通株式にかか

る自己株式数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式処分」、

「１株当たり払込金額」を「１株当たり処分価額」と読み替える。

　さらに、上記のほか、割当日後、当社が合併または会社分割を行う場合など、行使価額の調整をすることが適

切な場合は、当社は、合理的な範囲で行使価額を調整することができる。

４．新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の割り当てを受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、新株予約権の権利行使時におい

ても当社及び当社子会社の従業員ならびに社外協力者の地位にあることを要する。ただし、当社と新株予

約権者との間で締結する新株予約権割当契約 (以下、「割当契約」という。）に定める一定の要件を充足

した場合に限り、当社及び当社子会社の従業員ならびに社外協力者たる地位を失った場合も引き続き、そ

の権利を行使することができる。

②　新株予約権の相続は認めない。

③　新株予約権の質入、その他の処分は認めない。

④　その他権利行使の条件は、新株予約権発行の平成20年３月26日開催の定時株主総会決議及びその後の取

締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する割当契約に定めるところによる。

５．新株予約権の取得事由及び条件

①　当社は、新株予約権者が（注）４に定める規定により、権利を行使する条件に該当しなくなった場合及び

新株予約権を喪失した場合には、その新株予約権を無償で取得することができる。

②　当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、または当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式

移転計画承認の議案につき当社株主総会で承認されたときには、当社は新株予約権を無償で取得するこ

とができる。

６．新株予約権の譲渡制限

新株予約権を譲渡するときは、当社の取締役会の承認を要するものとする。

EDINET提出書類

株式会社レッグス(E05199)

有価証券報告書

28/94



２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成19年９月10日）での決議状況

（取得期間　平成19年９月11日～平成19年12月21日）
700 105,000,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 295 39,055,000

残存決議株式の総数及び価額の総額 405 65,945,000

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 57.9 62.8

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合（％） 57.9 62.8

（３）【株主総会決議または取締役会決議に基づかないものの内容】

　該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取得

自己株式
－ － － －

その他

（－）
－ － － －

保有自己株式数 1,251 　　　　　　－ 1,251 　　　　　 －
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３【配当政策】

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題であると認識しており、利益配分に関しては、これまでの当

社単体ベースでの配当性向主義から、今後（平成19年12月期以降）は、グループ経営の観点から連結配当性向主義を

採用し、経営基盤の強化と将来予想される事業展開に必要な内部留保を確保しつつ、業績に応じた配当を実施してい

く方針であります。この方針のもと、連結配当性向20％を当面の目安として利益配分を実施していく所存であります。

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、これらの剰余金の配当の決

定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。なお、当社は期末配当のほか、毎年

６月30日を基準日として中間配当を行うことができる旨、定款に定めておりますが、これまでに中間配当の実績はあ

りません。これは当社の業態上、上期と下期で利益獲得の変動が大きいためです。

 　　 当事業年度の配当につきましては、上記の方針に基づき当期は１株当たり1,500円の配当を実施することを決定しまし

た。この結果、当事業年度の配当性向は101.1％、連結配当性向は20.3％となりました。

また、内部留保資金につきましては、人材の採用、マネジメント体制の構築及び新規事業への投資等に充当し、経営基

盤の強化を進める予定であります。

 　　なお、当事業年度にかかる剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額（千円） １株当たり配当額（円）

平成20年３月26日

定時株主総会決議
38,773 1,500

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第16期 第17期 第18期 第19期 第20期

決算年月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月

最高（円） 304,000

584,000

※329,000

□305,000

1,090,000

□537,000
655,000 264,000

最低（円） 120,000

251,000

※189,000

□205,000

200,000

□475,000
102,000 98,500

　（注）１．最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証券

業協会の公表のものであります。なお、第17期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会の公

表のものであります。

２．□印は、株式分割による権利落後の株価であります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 162,000 159,000 141,000 155,000 146,000 136,000

最低（円） 137,000 104,000 100,000 134,000 120,000 119,000

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役

社長
 内川　淳一郎 昭和36年１月30日生

昭和59年４月 株式会社ベルハウス入社

昭和60年２月 モダンタイムス設立

昭和61年７月 モダンタイムスをレッグスと改名

昭和63年３月 株式会社レッグス設立　代表取締役

専務就任

平成３年３月 株式会社エスアイピー設立　代表取

締役社長就任（現任）

平成６年２月 株式会社レッグス代表取締役社長

就任（現任）

平成17年１月 株式会社プロコミット取締役就任

（現任）

平成17年３月 株式会社コム取締役就任（現任）

平成17年４月 小山孝雄経営研究所株式会社取締

役就任（現任）

注３ 13,392

専務取締役  平賀　一行 昭和35年５月25日生

昭和59年４月 株式会社東急エージェンシー入社

平成３年３月 株式会社エスアイピー監査役就任

平成８年10月 株式会社レッグス入社

平成９年２月 株式会社レッグス取締役就任（現

任）

平成12年３月 株式会社エスアイピー監査役退任

平成12年３月 株式会社エスアイピー取締役就任

（現任）

平成18年９月 株式会社レッグス専務取締役就任

（現任）

注３ 519

常務取締役 企画部長 楠田　肇 昭和37年８月29日生

昭和63年３月 株式会社レッグス常務取締役就任

（現任）

平成３年３月 株式会社エスアイピー取締役就任

平成12年３月 株式会社エスアイピー取締役退任

注３ 650

取締役  坂本　孝 昭和15年５月４日生

昭和38年４月 坂本産業合名会社入社

昭和40年４月 山梨くみあい飼料株式会社取締役

就任

平成元年12月 甲府倉庫株式会社代表取締役社長

就任（現任）

平成３年８月 ブックオフコーポレーション株式

会社設立代表取締役社長就任

平成11年１月 株式会社ザ・アール代表取締役就

任（現任）

平成12年２月 ＮＥＷ　ＶＡＬＵＥ株式会社代表取

締役就任（現任）

平成18年３月 株式会社レッグス取締役就任（現

任）

平成18年６月 ブックオフコーポレーション株式

会社代表取締役会長就任

平成19年２月 株式会社唐とん取締役就任（現

任）

平成19年６月 ブックオフコーポレーション株式

会社代表取締役会長辞任

注３ 720
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

常勤監査役  南　郷志 昭和20年５月20日生

昭和43年３月 京都セラミック株式会社(現京セラ

株式会社)入社

平成８年７月 日本イリジウム株式会社取締役就

任

平成12年４月 第二電電株式会社(現ＫＤＤＩ株式

会社)転籍

平成15年４月 ＤＤＩポケット株式会社(現株式会

社ウィルコム)常勤監査役就任

平成17年11月 株式会社ウィルコム退職

平成18年３月 株式会社レッグス監査役就任（現

任）

注４ 5

監査役  木村　峻郎 昭和22年１月１日生

昭和56年４月 木村法律事務所設立

平成11年１月 アイランド新宿法律事務所に名称

変更（現任）

平成14年３月 株式会社レッグス監査役就任（現

任）

注５ －

    計  15,286

 （注）１．取締役坂本孝は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２．監査役南郷志及び木村峻郎は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３．平成19年３月28日後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結のとき

４．平成18年３月29日後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結のとき

５．平成17年３月30日後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結のとき
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、コーポレート・ガバナンスを経営の最重要課題の一つと考えており、従来より経営の透明性・客観性・ス

ピードの確保に注力してまいりました。今後もより一層の企業統治能力の向上を図り、株主をはじめとする各ス

テークホルダー(利害関係者)への説明責任を果たすとともに経営効率の向上を図りたいと考えております。

(2）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

①会社の機関の内容

取締役会は、平成20年３月26日現在４名で構成され、うち１名が社外取締役であります。毎月定例の取締役会の

ほか、必要に応じて臨時の取締役会を開催し、法令で定められた事項及び経営に関する重要事項の決定を行なって

おります。なお、社外取締役である坂本孝は、当社株式を所有しております。

　当社は平成19年４月１日より執行役員制度を導入し、取締役会の「意思決定・監督機能」と執行役員による「業

務執行機能」を分離させることにより、意思決定の迅速化と経営効率の向上を図る体制とし、業務執行に関する監

査機能の強化、業務執行責任の明確化を図っております。 

当社は監査役制度を採用しております。監査役は平成20年３月26日現在２名で構成され、１名が常勤の社外監査

役、もう1名が非常勤の社外監査役であります。

当社の本有価証券報告書提出日現在における経営上の意思決定、業務の執行体制、経営監視及び内部統制の概要

は、下図のとおりです。

 

②内部統制システムの整備状況

当社の内部統制システムにつきましては、財務報告の信頼性、業務の有効性と効率性、コンプライアンスを目的

に構築しております。具体的な統制活動の基礎的な仕組みとして、職務権限や責任に関する事項は社内規程に基づ

き整備されております。また、基幹情報システムを利用した承認機能、チェック機能によるモニタリング活動によ

り、その実効性を高めております。また、必要に応じ、弁護士、税理士等の専門家に助言、指導を受けております。 

さらに、当社は、その仕組みをより機能させるための重要な構成要素である統制環境は人の心に依存しているもの

と捉え、教育システムの一環として、倫理的価値観に沿った当社の企業理念等の教育をプログラムに組み込んで実

施しております。 
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③リスク管理体制の整備

リスク管理体制につきましては、代表取締役社長を中心とする管理部門に情報を集中させ、随時、状況の把握を

行なっており、必要に応じて取締役会を開催しております。法律上の判断を必要とする状況においては、顧問弁護

士に、適時、助言を受けております。

また、与信管理システム、仕入先選定システムなど、基幹情報システムを活用したリスク管理も行なっておりま

す。

 

④内部監査及び監査役監査、会計監査の状況

内部監査につきましては、社内における業務の適正な遂行状況をチェックするため、社長室所属２名により定期

的に実施しており、必要に応じて被監査部門に対して改善要求を行なっております。

監査役監査につきましては、監査役は、原則として取締役会に出席し、取締役の業務執行状況、取締役会の運営、

決議方法の適法性などについて監督を行なっております。

会計監査につきましては、あずさ監査法人と監査契約を締結し、金融商品取引法に基づく会計監査を受けており

ます。

業務を執行した公認会計士は以下のとおりです。

　指定社員　業務執行社員　山下　隆

　指定社員　業務執行社員　杉山　正樹

継続監査年数については、２名共に７年以内であるため、記載を省略しております。また、監査業務に係る補助者

は、公認会計士４名、会計士補３名及びその他４名であります。

以上、内部監査、監査役監査、及び会計監査の相互連携については、それぞれの監査の方法と結果について、監査

結果報告会など適宜報告を求める体制を整えております。

 

⑤会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本関係または取引関係その他の利害関係の概要

　当社の取締役会は、社外取締役１名を含む取締役４名で構成されております。なお、社外取締役である坂本孝は、

当社株式を所有しております。また、同氏は、甲府倉庫株式会社、ＮＥＷ ＶＡＬＵＥ株式会社、および株式会社ザ・

アールの代表取締役社長ならびに株式会社唐とんの取締役を兼任しております。なお、当社とこれらの会社との間

には、人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係はありません。

　また、同氏は、平成19年６月19日をもって辞任したブックオフコーポレーション株式会社の代表取締役会長を兼

任しておりましたが、在任期間中に同社との取引が174,388千円あります。

　なお、平成17年４月14日にブックオフコーポレーション株式会社と当社は、共同で小山孝雄経営研究所株式会社

を設立しております。出資比率はそれぞれブックオフコーポレーション株式会社55％、当社40％となっておりま

す。

　当社の監査役は、社外監査役２名で構成されております。社外監査役である南郷志は、当社株式を所有しておりま

す。なお、社外監査役木村峻郎は、当社との人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係はありません。

(3）役員報酬の内容

取締役(３名)の年間報酬総額 70,271千円

監査役(２名)の年間報酬総額 7,952千円

計 78,224千円
  

 　　　（注）期末日現在の取締役の人数は４名であります。取締役の支給人員と相違しているのは無報酬の社外取締役１名

が在任しているためであります。

 

(4）監査報酬の内容

　公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬　19,700千円

　上記以外に報酬はありません。

EDINET提出書類

株式会社レッグス(E05199)

有価証券報告書

34/94



(5）責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を

限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、３百万円以上であらかじめ定めた

額または法令が定める額のいずれか高い額としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役

または社外監査役が責任の原因となった職務の遂行について善意かつ重大な過失がないときに限られます。

(6）取締役の定数

　当社の取締役は７名以内とする旨定款に定めております。

(7）取締役の選任及び解任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

　また、解任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、そ

の議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

 　 (8) 株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

        ①　自己の株式の取得

        当社は、資本政策を機動的に遂行することが可能となるように、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の

決議によって自己の株式を取得することができる旨を定款で定めております。

 

        ②　取締役及び監査役の責任免除

        当社は、取締役及び監査役が期待される役割を十分に発揮できることを目的として、会社法第426条第1項の規定

により、取締役会の決議をもって、同法第423条第１項の行為に関する取締役及び監査役（取締役及び監査役であっ

たものも含む。）の責任を法令の限度において免除することができる旨を定款に定めております。

 

(9）株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の

議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。

これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とす

るものであります。

　　(10)中間配当について

  当社は、株主への機動的な利益還元を可能とするため、毎年９月30日を基準日とし、取締役会の決議によって会社

法第454条第５項に定める剰余金の配当（中間配当）をすることができる旨を定款で定めております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成19年１月１日から平成19年12月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成19年１月１日から平成19年12月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）

の連結財務諸表及び前事業年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）の財務諸表について、並びに、金融

商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度（平成19年１月１日から平成19年12月31日まで）の

連結財務諸表及び当事業年度（平成19年１月１日から平成19年12月31日まで）の財務諸表について、あずさ監査法人

により監査を受けております。

１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  
前連結会計年度

（平成18年12月31日）
当連結会計年度

（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   922,650   1,198,528  

２．受取手形及び売掛金   1,812,449   1,599,325  

３．たな卸資産   177,913   110,243  

４．その他   106,055   46,347  

　貸倒引当金   △4,132   △1,836  

流動資産合計   3,014,937 88.6  2,952,606 85.1

Ⅱ　固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物  11,570   37,046   

減価償却累計額  8,368 3,202  9,605 27,440  

(2）その他  33,185   42,786   

減価償却累計額  16,069 17,115  22,331 20,454  

有形固定資産合計   20,318 0.6  47,895 1.4

２．無形固定資産   27,208 0.8  16,433 0.5

３．投資その他の資産        

(1) 投資有価証券  ※１  69,028   186,870  

(2）長期貸付金   26,366   22,466  
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前連結会計年度

（平成18年12月31日）
当連結会計年度

（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

(3) 繰延税金資産   107,708   31,272  

(4) その他   191,720   261,535  

　貸倒引当金   △54,558   △49,170  

投資その他の資産合計   340,266 10.0  452,974 13.0

固定資産合計   387,792 11.4  517,303 14.9

資産合計   3,402,730 100.0  3,469,910 100.0
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前連結会計年度

（平成18年12月31日）
当連結会計年度

（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．買掛金   552,793   342,183  

２．未払法人税等   78,560   196,836  

３．役員賞与引当金   2,000   －  

４．その他   157,073   165,105  

流動負債合計   790,427 23.2  704,124 20.3

Ⅱ　固定負債        

  １．長期未払金   －   208,143  

２．退職給付引当金   62,681   68,663  

３．役員退職慰労引当金   205,696   －  

固定負債合計   268,377 7.9  276,807 8.0

負債合計   1,058,805 31.1  980,932 28.3

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本        

１．資本金   220,562 6.5  220,562 6.4

２．資本剰余金   267,987 7.9  267,987 7.7

３．利益剰余金   1,899,319 55.8  2,086,429 60.1

４．自己株式   △48,000 △1.4  △87,055 △2.5

株主資本合計   2,339,869 68.8  2,487,924 71.7

Ⅱ　評価・換算差額等        

１．その他有価証券評価差
額金

  2,992 0.1  △1,014 △0.0

評価・換算差額等合計   2,992 0.1  △1,014 △0.0

Ⅲ　新株予約権   － －  1,128 0.0

Ⅳ　少数株主持分   1,063 0.0  940 0.0

純資産合計   2,343,924 68.9  2,488,978 71.7

負債純資産合計   3,402,730 100.0  3,469,910 100.0
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②【連結損益計算書】

  
前連結会計年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   7,328,759 100.0  7,771,190 100.0

Ⅱ　売上原価   5,737,160 78.3  6,045,766 77.8

　売上総利益   1,591,599 21.7  1,725,424 22.2

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１  1,049,767 14.3  1,174,321 15.1

　営業利益   541,831 7.4  551,102 7.1

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息  899   3,645   

２．受取保険金  1,581   3,603   

３．受取配当金  －   307   

４．消費税等調整差額  1,691   －   

５．受取手数料  439   －   

６．受取設置料  495   －   

７．創業支援助成金  1,273   －   

８．法人税等還付加算金  －   1,845   

９．その他  1,071 7,450 0.1 1,253 10,656 0.1

Ⅴ　営業外費用        

１．製品評価損  －   3,136   

２．為替差損  3,038   6,379   

３．持分法による投資損失  683   1,978   

４．その他  － 3,721 0.1 1,822 13,316 0.1

　経常利益   545,560 7.4  548,441 7.1
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前連結会計年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅵ　特別利益        

１．貸倒引当金戻入益  3,595   7,683   

２．投資有価証券売却益  9,716   785   

３．関係会社株式売却益  50,940   －   

４．役員保険解約益  29,526   －   

５．役員退職慰労引当金戻
入益

 3,655 97,434 1.3 － 8,468 0.1

Ⅶ　特別損失        

１．固定資産除却損 ※２ 181   1,246   

２．投資有価証券評価損  12,263   30,946   

３．製品廃棄損  142,788   －   

４．製品回収等損失  160,491   －   

５．貸倒引当金繰入額  32,500 348,224 4.8 － 32,192 0.4

税金等調整前当期純利
益

  294,770 4.0  524,717 6.8

法人税、住民税及び事業
税

 141,926   270,180   

法人税等調整額  15,064 156,991 2.1 62,322 332,502 4.3

少数株主利益または少
数株主損失(△)   3,407 0.0  △123 △0.0

当期純利益   134,371 1.8  192,338 2.5
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自平成18年１月１日　至平成18年12月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成17年12月31日　残高（千円） 220,562 267,987 1,846,541 △48,000 2,287,091

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当(注)   △49,673  △49,673

役員賞与(注)   △31,920  △31,920

当期純利益   134,371  134,371

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

－ － 52,777 － 52,777

平成18年12月31日　残高（千円） 220,562 267,987 1,899,319 △48,000 2,339,869

 

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額等
合計

平成17年12月31日　残高（千円） 18,947 18,947 48,687 2,354,726

連結会計年度中の変動額     

剰余金の配当(注)    △49,673

役員賞与(注)    △31,920

当期純利益    134,371

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

△15,955 △15,955 △47,624 △63,579

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

△15,955 △15,955 △47,624 △10,801

平成18年12月31日　残高（千円） 2,992 2,992 1,063 2,343,924

 （注)　平成18年３月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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当連結会計年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年12月31日　残高（千円） 220,562 267,987 1,899,319 △48,000 2,339,869

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当   △5,228  △5,228

当期純利益   192,338  192,338

自己株式の取得    △39,055 △39,055

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

－ － 187,109 △39,055 148,054

平成19年12月31日　残高（千円） 220,562 267,987 2,086,429 △87,055 2,487,924

 

評価・換算差額等

新株予約権  少数株主持分 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額等
合計

平成18年12月31日　残高（千円） 2,992 2,992 － 1,063 2,343,924

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当     △5,228

当期純利益     192,338

自己株式の取得     △39,055

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

△4,006 △4,006 1,128 △123 △3,001

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

△4,006 △4,006 1,128 △123 145,053

平成19年12月31日　残高（千円） △1,014 △1,014 1,128 940 2,488,978
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  
前連結会計年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー    

　　税金等調整前当期純利益  294,770 524,717

　　減価償却費  20,998 22,028

　　固定資産除却損  181 1,246

　　役員賞与引当金の減少額  － △2,000

　　退職給付引当金の増加額  12,389 5,982

　　役員退職慰労引当金の増減額
　　（減少：△）　

 7,490 △205,696

　　貸倒引当金の増減額（減少：△）  28,910 △7,683

　　受取利息及び受取配当金  △1,251 △3,953

　　為替差損益（差益：△）  △976 99

　　役員保険解約益  △29,526 －

　　投資有価証券評価損  12,263 30,946

　　投資有価証券売却益  △9,716 △785

　　関係会社株式売却益  △50,940 －

　　売上債権の減少額  118,294 213,124

　　たな卸資産の減少額  64,190 67,670

　　仕入債務の増減額（減少：△）  141,211 △210,609

　　未払費用の減少額  △14,930 △7,641

　　未払消費税等の増減額（減少：△）  △10,365 18,968

　　持分法による投資損失  683 1,978

　　長期未払金の増加額  － 208,143

　　少数株主負担役員賞与支払額  △579 －

　　役員賞与の支払額  △31,920 －

　　その他  △58,080 △24,347

　　　　　小計  493,094 632,189

　　利息及び配当金の受取額  1,246 3,958

　　法人税等の支払額  △316,567 △156,576

　　法人税等の還付額  － 67,599

営業活動によるキャッシュ・フロー  177,774 547,171
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前連結会計年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー    

　　定期預金の預入による支出  △9,636 △9,693

　　投資有価証券の売却による収入  20,292 2,698

　　投資有価証券の取得による支出  △27,716 △160,435

　 連結の範囲の変更を伴う子会社株
 　式の売却による収入

※２ 62,889 －

　　有形固定資産の取得による支出  △8,616 △26,106

　　無形固定資産の取得による支出  △7,101 △740

　　保険の積立による支出  △8,591 △9,341

　　保険解約による収入  35,760 7,836

　　敷金の返還による収入  163 405

　　敷金の差入による支出  － △60,623

　　貸付金の回収による収入  3,930 15,930

投資活動によるキャッシュ・フロー  61,372 △240,068

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー    

  　　自己株式の取得による支出  － △39,525

　　配当金の支払額  △49,330 △5,228

　　少数株主への配当金の支払額  △1,131 －

財務活動によるキャッシュ・フロー  △50,461 △44,754

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額  976 △99

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額  189,662 262,247

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高  590,006 779,668

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 779,668 1,041,916
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

 
前連結会計年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数　　２社

連結子会社の名称

株式会社エスアイピー

株式会社プロコミット

前連結会計年度まで連結子会社で

あった株式会社コムは、当連結会計年度

に全株式を譲渡したため、連結の範囲か

ら除外しておりますが、みなし売却日

（平成18年６月30日）までの損益計算

書及びキャッシュ・フロー計算書を連

結しております。

連結子会社の数　　２社

連結子会社の名称

株式会社エスアイピー

株式会社プロコミット

 

２．持分法の適用に関する事

項

持分法適用の関連会社数　　１社

持分法適用関連会社の名称

小山孝雄経営研究所株式会社

持分法適用関連会社の事業年度の末

日は連結決算日と異なるため、連結決算

日で仮決算を行った財務諸表を使用し

ております。

同左

 

 

 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

　連結子会社の事業年度の末日は、連結決

算日と一致しております。

同左

４．会計処理基準に関する事

項

  

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法

①　有価証券

(イ)その他有価証券

時価のあるもの

　期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は主として移動平

均法により算定）

①　有価証券

(イ)その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

　移動平均法による原価法

時価のないもの

　移動平均法による原価法

　なお、投資事業有限責任組合及び　そ

れに類する組合への出資（金融商品

取引法第２条第２項により有価証券

とみなされるもの）については、組合

契約に規定される決算報告日に応じ

て入手可能な最近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で取り込む方法

によっております。

 ②　デリバティブ

時価法

②　デリバティブ

同左

 ③　たな卸資産

製品：個別法による原価法

仕掛品：個別法による原価法

貯蔵品：最終仕入原価法

③　たな卸資産

同左
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前連結会計年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 ①　有形固定資産

 　 定率法

 　なお、主な資産の耐用年数は次のと

おりであります。

建物　　  ３～15年

その他　　４～20年

 

 

 ①　有形固定資産

　　定率法

　なお、主な資産の耐用年数は次のと

おりであります。  

建物　　  ３～15年

その他　  ４～20年

 （会計方針の変更）

法人税法の改正に伴い、当連結会計年

度より、平成19年４月１日以後に取得し

た有形固定資産について、改正後の法人

税法に基づく減価償却の方法に変更し

ております。　　　　　　　　　

なお、この変更による当連結会計年度

の損益に与える影響は軽微であります。

　また、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載しております。

 ②　無形固定資産

定額法

　なお、ソフトウェア（自社利用）に

ついては、社内における見込利用可能

期間（３～５年）に基づく定額法に

よっております。

②　無形固定資産

 同左

(3）重要な引当金の計上基

準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。

①　貸倒引当金

同左

 ②　役員賞与引当金

一部の連結子会社は、役員に対して

支給する賞与の支出に充てるため、支

給見込額に基づき計上しております。

②　　　　　　────── 

 

 ③　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、自

己都合要支給額を退職給付債務とす

る方法（簡便法）により、当連結会計

年度末における退職給付債務額を計

上しております。

③　退職給付引当金

同左
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前連結会計年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

 ④　役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額の

100％を計上しております。

④　役員退職慰労引当金

──────

 

 

 (追加情報)

　平成19年３月28日開催の定時株主総

会の決議に基づき役員退職慰労金制

度を廃止したため、制度廃止日までの

在任期間に対応する「役員退職慰労

引当金」を全額取崩し、打ち切り支給

の未払額208,143千円を固定負債「長

期未払金」に計上しております。

(4）重要な外貨建の資産ま

たは負債の本邦通貨へ

の換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。

同左

(5）重要なリース取引の処

理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

同左

(6）重要なヘッジ会計の方

法

①　ヘッジ会計の方法

　為替予約が付されている外貨建金銭

債権債務等については、振当処理を

行っております。

①　ヘッジ会計の方法

同左

 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…為替予約

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…同左

 ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務等 ヘッジ対象…同左

 ③　ヘッジ方針

　外貨建取引の為替相場の変動リスク

を回避する目的で為替予約取引を行

い、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に

行っております。

③　ヘッジ方針

同左

 ④　ヘッジ有効性評価の方法

　為替予約の締結時に、リスク管理方

針に従って、外貨建による同一金額で

同一期日の為替予約をそれぞれ振当

てているため、その後の為替相場の変

動による相関関係は完全に確保され

ているので決算日における有効性の

評価を省略しております。

④　ヘッジ有効性評価の方法

同左

(7）その他連結財務諸表作

成のための基本となる

重要な事項

①　消費税等の会計処理方法

　税抜方式によっております。

①　消費税等の会計処理方法

同左
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前連結会計年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価方法は

全面時価評価法によっております。

同左

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

　該当事項はありません。 同左

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

　手許現金、随時引出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。

同左
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

(固定資産の減損に係る会計基準)

　当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日）)及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響はありません。

　　　　　　　　　　──────

(役員賞与に関する会計基準)

　当連結会計年度より、「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準委員会　平成17年11月29日　企業会計基準

第４号）を適用しております。これにより営業利益、経常

利益及び税金等調整前当期純利益が2,000千円減少してお

ります。

  　　　　　　　　　──────                

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準)

　当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平

成17年12月９日）を適用しております。

　従来の資本の部の合計に相当する金額は2,342,861千円で

あります。

　なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度に

おける連結貸借対照表の純資産の部については、改正後の

連結財務諸表規則により作成しております。

                    ──────

 

　　　　　　　　　　──────

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (ストック・オプション等に関する会計基準)

  当連結会計年度より、「ストック・オプション等に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月27日　

企業会計基準第８号）及び「ストック・オプション等に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　平成

18年５月31日　企業会計基準適用指針第11号）を適用して

おります。

　なお、この変更による当連結会計年度の損益に与える影

響は軽微であります。

　また、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載し

ております。

表示方法の変更

前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

 　　　　　　　　　────── （連結損益計算書）

 　 前連結会計年度まで区分掲記しておりました「受取手数

料」（当連結会計年度は468千円）、「受取設置料」（当

連結会計年度は497千円）は、営業外収益の100分の10以下

であるため、当連結会計年度より営業外収益の「その他」

に含めて表示することにしました。
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成18年12月31日）

当連結会計年度
（平成19年12月31日）

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りであります。

※１　関連会社に対するものは次のとおりであります。

投資有価証券(株式) 9,338千円 投資有価証券(株式) 7,359千円

２　受取手形裏書譲渡高 198,232千円 ２　受取手形裏書譲渡高 149,630千円

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

役員報酬 98,068千円

役員賞与引当金繰入額 2,000千円

給料及び手当 512,718千円

退職給付費用 13,546千円

役員退職慰労引当金繰入額 11,145千円

役員報酬 104,475千円

給料及び手当 596,688千円

退職給付費用 9,726千円

役員退職慰労引当金繰入額 2,447千円

  

※２　固定資産除却損の内容 ※２　固定資産除却損の内容

その他 181千円

　計 181千円

建物 771千円

その他 475千円

　計 1,246千円
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自平成18年１月１日　至平成18年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式（注） 13,550 13,550 － 27,100

合計 13,550 13,550 － 27,100

自己株式     

普通株式（注） 478 478 － 956

合計 478 478 － 956

　（注）発行済株式の増加13,550株及び自己株式の増加478株は株式分割によるものであります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成18年３月29日

定時株主総会
普通株式 49,673 3,800.00 平成17年12月31日 平成18年３月30日

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年３月28日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 5,228 200.00 平成18年12月31日 平成19年３月29日

当連結会計年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 27,100 － － 27,100

合計 27,100 － － 27,100

自己株式     

普通株式　(注) 956 295 － 1,251

合計 956 295 － 1,251

 　(注)　普通株式の自己株式の株式数の増加295株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当連結会計
年度末残高
（千円）

前連結会計
年度末

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社
平成19年ストックオプション

としての新株予約権
－ － － － － 1,128

合計 － － － － － 1,128
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３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年３月28日

定時株主総会
普通株式 5,228 200.00 平成18年12月31日 平成19年３月29日

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年３月26日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 38,773 1,500.00 平成19年12月31日 平成20年３月27日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 922,650千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △142,982千円

現金及び現金同等物 779,668千円

現金及び預金勘定 1,198,528千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △156,611千円

現金及び現金同等物 1,041,916千円

※２　当連結会計年度に株式の売却により連結子会社で

なくなった会社の資産及び負債の主な内訳

　株式の売却により株式会社コムが連結子会社でな

くなったことに伴う売却時の資産及び負債の内訳

並びに株式会社コム株式の売却価額と売却による

収入は次のとおりであります。

※２　　　　　　　　──────

　

 （千円）

流動資産 100,916

固定資産 5,907

流動負債 △12,124

少数株主持分 △49,907

株式売却益 50,940

株式会社コム株式の売却価額 95,734

株式会社コム現金及び現金同等物 △33,375

差引：売却による収入 62,359
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

 その他（有形固定資産）

取得価額相当額 5,950千円

減価償却累計額相当額 1,322千円

期末残高相当額 4,627千円

 その他（有形固定資産）

取得価額相当額 5,950千円

減価償却累計額相当額 3,305千円

期末残高相当額 2,644千円

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額

一年内 1,950千円

一年超 2,752千円

合計 4,702千円

一年内 2,047千円

一年超 704千円

合計 2,752千円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 ３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 3,638千円

減価償却費相当額 3,445千円

支払利息相当額 187千円

支払リース料 2,136千円

減価償却費相当額 1,983千円

支払利息相当額 185千円

４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

４．減価償却費相当額の算定方法

同左

５．利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。

５．利息相当額の算定方法

同左
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（有価証券関係）

有価証券

１．その他有価証券で時価のあるもの

 種類

前連結会計年度（平成18年12月31日） 当連結会計年度（平成19年12月31日）

取得原価

（千円）

連結貸借対照

表計上額

（千円）

差額

（千円）

取得原価

（千円）

連結貸借対照

表計上額

（千円）

差額

（千円）

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の

 株式 46,992 52,021 5,028 － － －

小計 46,992 52,021 5,028 － － －

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの

 株式 3,759 3,759 － 18,212 16,565 △1,647

小計 3,759 3,759 － 18,212 16,565 △1,647

合計 50,751 55,780 5,028 18,212 16,565 △1,647

（注）　表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、前連結会計年度において、その他有価証

券で時価のある株式について6,173千円、当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について

30,946千円減損処理を行っております。

  なお、当該有価証券の減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50%以上下落した場合には時

価の回復可能性はないものとして全て減損処理を行っております。また、下落率が30%以上50%未満の場合には、

時価の回復可能性の判定を行い減損処理の要否を決定しております。

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

種類
前連結会計年度（平成18年12月31日） 当連結会計年度（平成19年12月31日）

連結貸借対照表計上額（千円） 連結貸借対照表計上額（千円）

(1）関連会社株式 9,338 7,359

(2）その他有価証券

　　非上場株式
3,910 63,910

　　投資事業有限責任組合出資持分 － 99,036

（注）　前連結会計年度において、非上場株式について6,089千円減損処理を行っております。

３．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

売却額（千円）
売却益の合計額
（千円）

売却損の合計額
（千円）

売却額（千円）
売却益の合計額
（千円）

売却損の合計額
（千円）

20,324 9,716 － 2,725 785 －
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（デリバティブ取引関係）

１．取引の状況に関する事項

前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

(1）取引の内容及び利用目的等

　当社グループは、通常の営業過程における輸入取引

の為替相場の変動によるリスクを軽減するため、先物

為替予約を行っております。なお、デリバティブ取引

を利用してヘッジ会計を行っております。

(1）取引の内容及び利用目的等

同左

　ヘッジ会計の方法

　為替予約が付されている外貨建金銭債務等について

は、振当処理を行っております。

 

 

　ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段…為替予約

　ヘッジ対象…外貨建金銭債務等

 

 

 

　ヘッジ方針

　外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目的

で為替予約取引を行い、ヘッジ対象の識別は個別契約

毎に行っております。

 

 

　ヘッジ有効性評価の方法

　為替予約の締結時に、リスク管理方針に従って、外貨

建による同一金額で同一期日の為替予約をそれぞれ

振当てているため、その後の為替相場の変動による相

関関係は完全に確保されているので決算日における

有効性の評価を省略しております。

 

 

(2）取引に対する取組方針

　通貨関連におけるデリバティブ取引については、主

としてドル建ての仕入契約をヘッジするためのもの

であるため、外貨建買掛金及び成約高の範囲内で行う

こととし、投機目的のためのデリバティブ取引は行わ

ない方針であります。

(2）取引に対する取組方針

同左

(3）取引に係るリスクの内容

　通貨関連における先物為替予約取引は、為替相場の

変動によるリスクを有しております。通貨関連のデリ

バティブ取引の契約先は、いずれも信用度の高い国内

の銀行であるため、相手先の契約不履行によるいわゆ

る信用リスクは、ほとんどないと判断しております。

(3）取引に係るリスクの内容

同左

(4）取引に係るリスク管理体制

　通貨関連のデリバティブ取引の実行及び管理は、

「経理規程」に従い、財務担当に集中しております。

また「経理規程」をうけた「経理実施規程細則」に

おいて、取引権限の限度及び取引限度額（成約高に対

する割合）等が明示されております。さらに、財務担

当は、月毎の定例取締役会にデリバティブ取引をも含

んだ財務報告をすることとなっております。

(4）取引に係るリスク管理体制

同左

２．取引の時価等に関する事項

（前連結会計年度末）  （平成18年12月31日）

　当社グループの行っているデリバティブ取引は、全てヘッジ会計が適用されているため、記載を省略して

おります。

（当連結会計年度末）　（平成19年12月31日）

　当社グループの行っているデリバティブ取引は、全てヘッジ会計が適用されているため、記載を省略して

おります。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を採用しております。

２．退職給付債務に関する事項

 
前連結会計年度

（平成18年12月31日）
当連結会計年度

（平成19年12月31日）

(1）退職給付債務（千円） △62,681 △68,663

(2）退職給付引当金（千円） △62,681 △68,663

　（注）　当社及び連結子会社は、退職給付債務の算定に当たり、簡便法を採用しております。

３．退職給付費用に関する事項

 
前連結会計年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

退職給付費用（千円） 14,837 11,960

勤務費用（千円） 14,837 11,960

　（注）　当社及び連結子会社は、退職給付費用の算定に当たり、簡便法を採用しております。
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（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自平成18年１月１日　至平成18年12月31日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成15年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び数
当社の従業員11名、当社子会社の従業員３名

　計14名

当社の取締役１名、当社の従業員８名、当社

子会社の従業員５名　計14名

ストック・オプション数

（注）
普通株式　　　420株 普通株式　　　480株

付与日 平成15年９月26日 平成17年７月29日

権利確定条件

権利行使時においても、当社及び当社子会

社の取締役、監査役及び従業員の地位にある

ことを要するものとする。

ただし、当社と割当対象者との間で締結す

る新株予約権割当契約に定める一定の要件

を充足した場合に限り、当社及び当社子会社

の取締役、監査役または従業員たる地位を

失った場合も引き続き、その権利を行使する

ことができる。

権利行使時においても、当社、当社子会社、

当社の資本提携先及び当社の業務提携先の

取締役、監査役及び従業員の地位にあること

を要するものとする。

ただし、当社と割当対象者との間で締結す

る新株予約権割当契約に定める一定の要件

を充足した場合に限り、当社、当社子会社、当

社の資本提携先及び当社の業務提携先の取

締役、監査役及び従業員たる地位を失った場

合も引き続き、その権利を行使することがで

きる。

対象勤務期間
平成15年９月26日から平成20年３月27日ま

で

平成17年７月29日から平成22年３月30日ま

で

権利行使期間
平成20年３月27日から平成25年３月26日ま

で

平成22年３月30日から平成27年３月29日ま

で

　（注）上記表に記載された株式数は、平成17年２月18日付株式分割（株式１株につき２株）、平成18年２月20日付株式分

割（株式１株につき２株）による分割後の株式数に換算して記載しております。

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

  
平成15年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション

権利確定前 （株）   

前連結会計年度末  420 480

付与  － －

失効  48 72

権利確定  － －

未確定残  372 408

権利確定後 （株）   

前連結会計年度末  － －

権利確定  － －

権利行使  － －

失効  － －

未行使残  － －

②　単価情報
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平成15年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション

権利行使価格 （円） 51,905 242,500

行使時平均株価 （円） － －

公正な評価単価（付与日）

（注）
（円） － －

（注）会社法施行前に付与したストック・オプションであるため、記載しておりません。

当連結会計年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成15年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション
平成19年 

 ストック・オプション

付与対象者の区分及び数
当社の従業員11名、当社子会

社の従業員３名　計14名

当社の取締役１名、当社の従

業員８名、当社子会社の従業

員５名　計14名

当社の従業員13名、当社子会

社の従業員10名、社外協力者

３名　計26名

ストック・オプション数

（注）
普通株式　　　420株 普通株式　　　480株  普通株式　　　294株

付与日 平成15年９月26日 平成17年７月29日  平成19年８月28日

権利確定条件

権利行使時においても、当

社及び当社子会社の取締役、

監査役及び従業員の地位に

あることを要するものとす

る。

ただし、当社と割当対象者

との間で締結する新株予約

権割当契約に定める一定の

要件を充足した場合に限り、

当社及び当社子会社の取締

役、監査役または従業員たる

地位を失った場合も引き続

き、その権利を行使すること

ができる。

権利行使時においても、当

社、当社子会社、当社の資本

提携先及び当社の業務提携

先の取締役、監査役及び従業

員の地位にあることを要す

るものとする。

ただし、当社と割当対象者

との間で締結する新株予約

権割当契約に定める一定の

要件を充足した場合に限り、

当社、当社子会社、当社の資

本提携先及び当社の業務提

携先の取締役、監査役及び従

業員たる地位を失った場合

も引き続き、その権利を行使

することができる。

権利行使時においても、当

社、当社子会社の従業員及び

社外協力者の地位にあるこ

とを要するものとする。

 ただし、当社と新株予約

権者との間で締結する新株

予約権割当契約に定める一

定の要件を充足した場合に

限り、当社、当社子会社の従

業員及び社外協力者たる地

位を失った場合も引き続き、

その権利を行使することが

できる。

対象勤務期間
平成15年９月26日から平成

20年３月27日まで

平成17年７月29日から平成

22年３月30日まで

 平成19年８月28日から平成

24年３月28日まで

権利行使期間
平成20年３月27日から平成

25年３月26日まで

平成22年３月30日から平成

27年３月29日まで

 平成24年３月28日から平成

29年３月27日まで

　（注）上記表に記載された株式数は、平成17年２月18日付株式分割（株式１株につき２株）、平成18年２月20日付株式分

割（株式１株につき２株）による分割後の株式数に換算して記載しております。
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

  
平成15年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション
平成19年 

ストック・オプション 

権利確定前 （株）    

前連結会計年度末  372 408 －

付与  － － 294

失効  12 － －

権利確定  － － －

未確定残  360 408 294

権利確定後 （株）    

前連結会計年度末  － － －

権利確定  － － －

権利行使  － － －

失効  － － －

未行使残  － － －

②　単価情報

  
平成15年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション
 平成19年

ストック・オプション 

権利行使価格 （円） 51,905 242,500 155,000

行使時平均株価 （円） － － －

公正な評価単価（付与日） （円） － － 66,979
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  ２．当連結会計年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単位の見積方法

          (1）使用した算定技法　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　ブラック・ショールズ式

 　　　　 (2）使用した主な基礎数値及び見積方法

    ①　株価変動性　　　   69.896%

　      株式上場日である平成13年7月31日より前の株価実績がないため、上場日以降の6年1ヶ月（平成13年7月

　　　　31日から平成19年8月28日まで）の株価実績に基づき算出しております。

 　　 　    ②　予想残存期間　　    7.1年

    　　予想残存期間については、十分なデータの蓄積が無く、合理的な見積もりが困難であるため、権利行使

　　　　期間の中間点において行使されるものと推定して見積もっております。

            ③　予想配当利回り　　　1.010%

    　　予想配当利回りは、第14期から第19期までの過去6年間の配当利回り実績の平均値を使用しておりま

　　　　す。

    ④　リスクフリーレート　1.3530%

    　　長期利付国債売買統計参考値より、償還日が予想残存期間から前後3ヶ月以内に到来する銘柄の複利利

　　　　回りの平均値を使用しております。

 

 　　　　  ３．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

    　　将来の失効数の合理的な見積もりは困難であるため、実績の失効数のみを反映させる方法を採用してお

　　　　ります。

 

 　４．当連結会計年度における費用計上額及び科目名

    　　販売費及び一般管理費（株式報酬費用）　　881千円

   　　 製造原価（株式報酬費用）　　　　　      246千円
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

（繰延税金資産）  

退職給付引当金損金算入限度超

過額
25,364千円

役員退職慰労引当金損金算入超

過額
83,376千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 22,731千円

投資有価証券評価損 2,466千円

子会社繰越欠損金 3,265千円

未払事業税 6,930千円

その他 1,996千円

繰延税金資産の小計 146,128千円

　評価性引当額 △28,460千円

　　繰延税金資産の合計 117,667千円

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 △2,036千円

未収事業税 △4,171千円

繰延税金負債の合計 △6,208千円

繰延税金資産の純額 111,459千円

（繰延税金資産）  

退職給付引当金損金算入限度超

過額
27,808千円

未払役員退職慰労金 84,370千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 19,753千円

投資有価証券評価損 14,999千円

子会社繰越欠損金 3,272千円

未払事業税 16,814千円

その他有価証券評価差額金 　　　690千円

その他 6,871千円

繰延税金資産の小計 174,582千円

　評価性引当額 △122,717千円

　　繰延税金資産の合計 51,864千円

  

  

  

  

  

(注)当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、

連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。

(注)当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、

連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。

流動資産－その他 3,751千円

固定資産－繰延税金資産 107,708千円

流動資産－その他 20,592千円

固定資産－繰延税金資産 31,272千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.5％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入さ

れない項目
1.3％

留保金課税 2.0％

税効果会計を適用していない

子会社欠損金
△1.1％

評価性引当額 8.6％

税額控除 0.2％

その他 1.8％

税効果会計適用後の法人税等の

負担率
53.3％

法定実効税率 40.5％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入さ

れない項目
2.0％

留保金課税 1.1％

評価性引当額 18.2％

その他 1.6％

税効果会計適用後の法人税等の

負担率
63.4％
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自平成18年１月１日　至平成18年12月31日）

 
商品企画事
業（千円）

マーケティ
ングサービ
ス事業
（千円）

その他の事
業（千円）

計
（千円）

消去
または
全社
（千円）

連結
（千円）

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       

(1) 外部顧客に対する売上高 3,440,525 3,672,554 215,679 7,328,759 ― 7,328,759

(2）セグメント間の内部売上高

または振替高
773,136 86,480 6,166 865,783 (865,783) ―

計 4,213,662 3,759,034 221,846 8,194,543 (865,783) 7,328,759

営業費用 3,897,651 3,336,750 171,721 7,406,123 (619,194) 6,786,928

営業利益 316,010 422,284 50,125 788,420 (246,588) 541,831

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的

支出
      

資産 1,039,155 1,157,756 45,597 2,242,509 1,160,220 3,402,730

減価償却費 8,731 7,576 1,659 17,967 3,030 20,998

資本的支出 6,535 5,671 1,242 13,448 2,268 15,717

　（注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２．各事業の主な製品

(1）商品企画事業……販促製作物・ＯＥＭ商品の企画・製作サービス

(2）マーケティングサービス事業……マーケティング企画、コミュニケーションツールの企画・制作サービス

(3）その他の事業……インターネット関連事業、人材派遣・紹介事業

３．営業費用のうち消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は245,912千円であり、その主なもの

は、当社の管理部門にかかる費用等であります。

４.資産のうち、消去または全社の項目に含めた全社資産の金額は1,120,536千円であり、その主なものは、余資運用

資金（現金及び預金、貸付金及び投資有価証券）であります。
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当連結会計年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

 
商品企画事
業（千円）

マーケティ
ングサービ
ス事業
（千円）

その他の事
業（千円）

計
（千円）

消去
または
全社
（千円）

連結
（千円）

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       

(1) 外部顧客に対する売上高 2,388,406 5,256,532 126,252 7,771,190 ― 7,771,190

(2）セグメント間の内部売上高

または振替高
976,041 30,148 ― 1,006,190 (1,006,190) ―

計 3,364,447 5,286,681 126,252 8,777,381 (1,006,190) 7,771,190

営業費用 2,997,402 4,713,973 119,619 7,830,995 (610,907) 7,220,088

営業利益 367,044 572,707 6,632 946,385 (395,283) 551,102

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的

支出
      

資産 691,284 1,218,149 31,674 1,941,108 1,528,802 3,469,910

減価償却費 5,676 11,149 1,621 18,447 3,581 22,028

資本的支出 10,326 20,284 2,950 33,561 6,515 40,077

　（注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２．各事業の主な製品

(1）商品企画事業……販促製作物・ＯＥＭ商品の企画・製作サービス

(2）マーケティングサービス事業……マーケティング企画、コミュニケーションツールの企画・制作サービス

(3）その他の事業……人材派遣・紹介事業

３．営業費用のうち消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は395,426千円であり、その主なもの

は、当社の管理部門にかかる費用等であります。

４. 資産のうち、消去または全社の項目に含めた全社資産の金額は1,499,497千円であり、その主なものは、余資運

用資金（現金及び預金、貸付金及び投資有価証券）であります。

５. 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４(2)①（会計方針の変更）に記載のとおり、当連結会計年

度より、平成19年４月1日以降取得した有形固定資産の減価償却の方法については、改正後の法人税法に基づ

く方法に変更しております。この変更に伴う「商品企画事業」、「マーケティングサービス事業」、「その他

の事業」の損益に与える影響は軽微であります。

６．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、当連結会計年度より、「ストック

・オプション等に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月27日　企業会計基準第８号）及び

「ストック・オプション等に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　平成18年５月31日　企業

会計基準適用指針第11号）を適用しております。この変更に伴う「商品企画事業」、「マーケティングサー

ビス事業」、「その他の事業」の損益に与える影響は軽微であります。

【所在地別セグメント情報】

　前連結会計年度（自平成18年１月１日　至平成18年12月31日）及び当連結会計年度（自平成19年１月１日　至平

成19年12月31日）

　本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

　前連結会計年度（自平成18年１月１日　至平成18年12月31日）及び当連結会計年度（自平成19年１月１日　至平

成19年12月31日）

　海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度（自平成18年１月１日　至平成18年12月31日）

役員及び個人主要株主等

属性 氏名 住所

資本金
または
出資金
(千円)

事業の内
容または
職業

議決権等
の所有

(被所有)
割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額

(千円)
科目

期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

役員 坂本　孝 － －

当社取締

役、ブッ

クオフ

コーポ

レーショ

ン㈱

代表取締

役会長

(所有)

直接 0.12

(被所有)

直接 2.53

間接 0.38

－ －

ブックオフ

コーポレー

ション㈱への

製品販売

（注）１

2,716 － －

　（注）　取引条件及び取引条件の決定方針等

１．当該取引は、いわゆる第三者のための取引であり、販売価格等については、一般の取引先と同様に取引条件

を決定しております。

２．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。

当連結会計年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

役員及び個人主要株主等

属性 氏名 住所

資本金
または
出資金
(千円)

事業の内
容または
職業

議決権等
の所有

(被所有)
割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額

(千円)
科目

期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

役員 坂本　孝 － －

当社取締

役、ブッ

クオフ

コーポ

レーショ

ン㈱

代表取締

役会長

(所有)

直接 0.12

(被所有)

直接 2.79

間接 0.39

－ －

ブックオフ

コーポレー

ション㈱への

製品販売

（注）１

174,388 － －

（注）  １. 当社の取締役坂本孝は、ブックオフコーポレーション株式会社の代表取締役会長を兼任しており、上記 

         の取引は同社との取引であります。また、坂本孝は平成19年６月19日をもってブックオフコーポレーショ

         ン株式会社の代表取締役会長を辞任しておりますので、取引金額は在任期間中の金額となります。また、

         辞任時の期末残高はありません。　

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

　  (1)当該取引は、いわゆる第三者のための取引であり、販売価格等については、一般の取引先と同様に取

　 引条件を決定しております。

    (2)上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１株当たり純資産額 89,613円74銭

１株当たり当期純利益金額 5,139円68銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
5,071円21銭

１株当たり純資産額 96,209円13銭

１株当たり当期純利益金額 7,377円78銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
7,311円04銭

当社は、平成18年２月20日付で普通株式１株につき２

株の株式分割を行っております。

　なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の前連結会計年度における１株当たり情報については、

以下のとおりであります。

 

 

１株当たり純資産額 86,984円36銭

１株当たり当期純利益金額 11,940円56銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
11,756円20銭

  

  

 

 
 

　（注）　１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。

 
前連結会計年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１株当たり当期純利益金額   

  当期純利益（千円） 134,371 192,338

  普通株主に帰属しない金額（千円） － －

  普通株式に係る当期純利益（千円） 134,371 192,338

  期中平均株式数（株） 26,144 26,070

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

  当期純利益調整額（千円） － －

  普通株式増加数（株） 353 238

    （うち新株予約権） (353) (238)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要

－
新株予約権２種類（新株予約権の

数702株）

（重要な後発事象）

      該当事項はありません。
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【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

【借入金等明細表】

　該当事項はありません。

（２）【その他】

　該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社レッグス(E05199)

有価証券報告書

67/94



２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  
前事業年度

（平成18年12月31日）
当事業年度

（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   706,219   951,415  

２．受取手形   49,686   33,719  

３．売掛金 ※１  1,000,685   867,102  

４．製品   164,654   63,879  

５．仕掛品   323   3,681  

６．貯蔵品   564   646  

７．前渡金   3,558   1,260  

８．前払費用   6,298   9,208  

９．関係会社短期貸付金   130,000   －  

10．未収法人税等   67,334   －  

11．繰延税金資産   －   11,549  

12．その他 ※１  23,510   15,032  

  貸倒引当金   △4,444   △1,787  

流動資産合計   2,148,391 83.2  1,955,706 77.4

Ⅱ　固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物  11,343   36,819   

減価償却累計額  8,228 3,115  9,453 27,365  

(2）器具及び備品  29,682   38,248   

減価償却累計額  14,078 15,604  19,480 18,768  

有形固定資産合計   18,719 0.7  46,134 1.8

２．無形固定資産        

(1）ソフトウェア   23,551   14,098  

(2）電話加入権   435   435  

無形固定資産合計   23,986 0.9  14,534 0.6
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前事業年度

（平成18年12月31日）
当事業年度

（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券   59,690   179,511  

(2）関係会社株式   85,668   85,668  

(3）長期貸付金   26,066   22,466  

(4）敷金・保証金   42,060   102,279  

(5）保険積立金   68,338   72,772  

(6）長期未収入金   56,983   53,408  

(7）繰延税金資産   101,228   31,072  

(8) その他   5,001   12,000  

  貸倒引当金   △54,558   △49,170  

投資その他の資産合計   390,480 15.1  510,008 20.2

固定資産合計   433,186 16.8  570,676 22.6

資産合計   2,581,578 100.0  2,526,383 100.0

        

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．買掛金 ※１  429,562   224,331  

２．未払金   874   766  

３．未払費用   81,457   90,378  

４．未払法人税等   －   106,995  

５．繰延税金負債   3,492   －  

６．前受金   －   285  

７．預り金   12,557   18,328  

８．その他   －   21,078  

流動負債合計   527,943 20.5  462,163 18.3

Ⅱ　固定負債        

  １．長期未払金   －   203,292  

２．退職給付引当金   51,851   68,663  

３．役員退職慰労引当金   201,024   －  

固定負債合計   252,875 9.8  271,955 10.8

負債合計   780,818 30.2  734,119 29.1
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前事業年度

（平成18年12月31日）
当事業年度

（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本        

１．資本金   220,562 8.5  220,562 8.7

２．資本剰余金        

(1）資本準備金  267,987   267,987   

資本剰余金合計   267,987 10.4  267,987 10.6

３．利益剰余金        

(1）利益準備金  24,062   24,062   

(2）その他利益剰余金        

繰越利益剰余金  1,333,154   1,366,592   

利益剰余金合計   1,357,217 52.6  1,390,655 55.0

４．自己株式   △48,000 △1.9  △87,055 △3.4

株主資本合計   1,797,767 69.6  1,792,150 70.9

Ⅱ　評価・換算差額等        

１．その他有価証券評価差
額金

  2,992 0.1  △1,014 △0.0

評価・換算差額等合計   2,992 0.1  △1,014 △0.0

Ⅲ　新株予約権   － －  1,128 0.0

純資産合計   1,800,759 69.8  1,792,264 70.9

負債純資産合計   2,581,578 100.0  2,526,383 100.0

        

②【損益計算書】

  
前事業年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 ※１  5,390,138 100.0  5,693,570 100.0

Ⅱ　売上原価 ※１       

１．期首製品たな卸高  198,161   164,654   

２．当期製品製造原価  4,662,040   4,641,622   

合計  4,860,202   4,806,276   

３．他勘定振替高 ※２ 241,527   3,466   

４．期末製品たな卸高  164,654 4,454,020 82.6 63,879 4,738,929 83.2

売上総利益   936,118 17.4  954,640 16.8

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１       

１．役員報酬  72,593   80,460   

２．給与及び手当  337,106   378,062   

３．退職給付費用  10,787   6,675   
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前事業年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

４．役員退職慰労引当金繰
入額

 10,358   2,267   

５．福利厚生費  60,309   63,818   

６．旅費交通費  33,180   32,234   

７．賃借・リース料  38,513   48,517   

８．減価償却費  14,862   15,034   

９．支払手数料  75,892   88,046   

10．支払保険料  11,863   9,404   

11．雑費  57,415 722,883 13.4 73,857 798,380 14.1

営業利益   213,235 4.0  156,259 2.7

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息 ※１ 959   3,322   

２．受取配当金 ※１ 35,987   48,067   

３．経営指導料 ※１ 36,000   36,000   

４．雑収入  2,703 75,650 1.4 6,591 93,981 1.7

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息 ※１ 19   86   

２．為替差損  3,038   6,379   

３．製品評価損  －   3,136   

４．その他  － 3,057 0.1 1,822 11,424 0.2

経常利益   285,828 5.3  238,816 4.2
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前事業年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅵ　特別利益        

　１．貸倒引当金戻入益  3,344   8,044   

２．投資有価証券売却益  9,716   785   

３．関係会社株式売却益  60,734   －   

４．役員保険解約益  29,526   －   

５．役員退職慰労引当金戻
入益

 3,655 106,976 2.0 － 8,829 0.2

Ⅶ　特別損失        

１．固定資産除却損 ※３ 133   1,191   

２．投資有価証券評価損  12,263   30,946   

３．製品廃棄損  142,788   －   

４．製品回収等損失  160,491   －   

５．貸倒引当金繰入額  32,500 348,176 6.5 － 32,137 0.6

税引前当期純利益   44,628 0.8  215,508 3.8

法人税、住民税及び事業
税

 16,058   119,000   

法人税等調整額  16,911 32,970 0.6 57,841 176,841 3.1

当期純利益   11,658 0.2  38,667 0.7
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製造原価明細書

  
前事業年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　外注費  4,506,461 96.7 4,446,307 95.7

Ⅱ　労務費  64,903 1.4 89,714 1.9

Ⅲ　経費 ※１ 90,552 1.9 108,958 2.4

当期総製造費用  4,661,917 100.0 4,644,979 100.0

期首仕掛品たな卸高  446  323  

合計  4,662,364  4,645,303  

期末仕掛品たな卸高  323  3,681  

当期製品製造原価  4,662,040  4,641,622  

      

　（注）１．原価計算の方法

前事業年度 当事業年度

個別原価計算によっております。 同左

２．経費の主な内訳

前事業年度 当事業年度

※１　経費の主な内容は次のとおりであります。 ※１　経費の主な内容は次のとおりであります。

 （千円）

支払手数料 41,421

旅費交通費 17,263

賃借料 9,965

 （千円）

支払手数料 50,884

旅費交通費 11,848

賃借料 15,248
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自平成18年１月１日　至平成18年12月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計特別償却

準備金
繰越利益
剰余金

平成17年12月31日　残高（千円） 220,562 267,987 267,987 24,062 140 1,398,429 1,422,631 △48,000 1,863,181

事業年度中の変動額          

利益処分による特別償却準備金
の取崩し

    △70 70 －  －

特別償却準備金の取崩し     △70 70 －  －

剰余金の配当（注）      △49,673 △49,673  △49,673

役員賞与（注）      △27,400 △27,400  △27,400

当期純利益      11,658 11,658  11,658

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額）

         

事業年度中の変動額合計（千円） － － － － △140 △65,274 △65,414 － △65,414

平成18年12月31日　残高（千円） 220,562 267,987 267,987 24,062 － 1,333,154 1,357,217 △48,000 1,797,767

 
評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成17年12月31日　残高（千円） 18,947 18,947 1,882,129

事業年度中の変動額    

利益処分による特別償却準備金
の取崩し

  －

特別償却準備金の取崩し   －

剰余金の配当（注）   △49,673

役員賞与（注）   △27,400

当期純利益   11,658

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額）

△15,955 △15,955 △15,955

事業年度中の変動額合計（千円） △15,955 △15,955 △81,370

平成18年12月31日　残高（千円） 2,992 2,992 1,800,759

 （注）平成18年３月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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当事業年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益

剰余金
利益剰余金
合計

繰越利益
剰余金

平成18年12月31日　残高（千円） 220,562 267,987 267,987 24,062 1,333,154 1,357,217 △48,000 1,797,767

事業年度中の変動額         

剰余金の配当     △5,228 △5,228  △5,228

当期純利益     38,667 38,667  38,667

自己株式の取得       △39,055 △39,055

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額）

        

事業年度中の変動額合計（千円） － － － － 33,438 33,438 △39,055 △5,616

平成19年12月31日　残高（千円） 220,562 267,987 267,987 24,062 1,366,592 1,390,655 △87,055 1,792,150

 

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額等
合計

平成18年12月31日　残高（千円） 2,992 2,992 － 1,800,759

事業年度中の変動額     

剰余金の配当    △5,228

当期純利益    38,667

自己株式の取得    △39,055

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額）

△4,006 △4,006 1,128 △2,878

事業年度中の変動額合計（千円） △4,006 △4,006 1,128 △8,495

平成19年12月31日　残高（千円） △1,014 △1,014 1,128 1,792,264
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重要な会計方針

 
前事業年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(1）子会社株式及び関連会社株式

同左

 (2）その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は、全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法に

より算定。）

(2）その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

　移動平均法による原価法

時価のないもの

　移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合及びそ

れに類する組合への出資（金融商品

取引法第２条第２項により有価証券

とみなされるもの）については、組合

契約に規定される決算報告日に応じ

て入手可能な最近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で取り込む方法

によっております。

２．デリバティブの評価基準

及び評価方法

時価法 同左

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

製品：個別法による原価法

仕掛品：個別法による原価法

貯蔵品：最終仕入原価法

同左

４．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

定率法

　　　なお、主な資産の耐用年数は次のとお

りであります。

　建物　　　　　３～15年

　　　器具及び備品　４～20年

(1）有形固定資産

定率法

　　　なお、主な資産の耐用年数は次のとお

りであります。

　建物　　　　　３～15年

　　　器具及び備品　４～20年

 （会計方針の変更）

　　　法人税法の改正に伴い、当事業年度よ

り、平成19年４月１日以後に取得した

有形固定資産について、改正後の法人

税法に基づく減価償却の方法に変更

しております。

　なお、この変更による当事業年度の

損益に与える影響は軽微であります。

 (2）無形固定資産

定額法

　なお、ソフトウェア（自社利用）に

ついては、社内における見込利用可能

期間（３～５年）に基づく定額法に

よっております。

(2）無形固定資産

同左

５．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。

同左
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前事業年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

６．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

 (2）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、自己

都合要支給額を退職給付債務とする方

法（簡便法）により、当事業年度末にお

ける退職給付債務額を計上しておりま

す。

(2）退職給付引当金

同左

 (3）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額の100％

を計上しております。

(3）役員退職慰労引当金

──────

 （追加情報）

　平成19年３月28日開催の定時株主総会

の決議に基づき役員退職慰労金制度を

廃止したため、制度廃止日までの在任期

間に対応する「役員退職慰労引当金」

を全額取崩し、打ち切り支給の未払額

203,292千円を固定負債「長期未払金」

に計上しております。

７．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

同左

８．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法

　為替予約が付されている外貨建金銭債

権債務等については、振当処理を行って

おります。

(1）ヘッジ会計の方法

同左

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段…為替予約

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段…同左

 　ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務等 　ヘッジ対象…同左

 (3）ヘッジ方針

　外貨建取引の為替相場の変動リスクを

回避する目的で為替予約取引を行い、

ヘッジ対象の識別は個別契約毎に行っ

ております。

(3）ヘッジ方針

同左

 (4）ヘッジ有効性評価の方法

　為替予約の締結時に、リスク管理方針

に従って、外貨建による同一金額で同一

期日の為替予約をそれぞれ振当ててい

るため、その後の為替相場の変動による

相関関係は完全に確保されているので

決算日における有効性の評価を省略し

ております。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

同左
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前事業年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

９．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

(1）消費税等の会計処理方法

　税抜方式によっております。

(1）消費税等の会計処理方法

同左

会計処理の変更

前事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

(固定資産の減損に係る会計基準)

　当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準(「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会 平成14年８月９日）)及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第６号 平成15年10月31日）を適用しております。これに

よる損益に与える影響はありません。

──────

 

(役員賞与に関する会計基準)

　当事業年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企業

会計基準委員会　平成17年11月29日　企業会計基準第４

号）を適用しております。これによる損益に与える影響は

ありません。

──────

 

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準)

　当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成

17年12月９日）を適用しております。

　従来の資本の部の合計に相当する金額は1,800,759千円で

あります。

　なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度における

貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務諸表等

規則により作成しております。

──────

──────

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ストック・オプション等に関する会計基準) 

　当事業年度より、「ストック・オプション等に関する会

計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月27日　企業

会計基準第８号）及び「ストック・オプション等に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　平成18年

５月31日　企業会計基準適用指針第11号）を適用しており

ます。

　なお、この変更による当事業年度の損益に与える影響は

軽微であります。
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成18年12月31日）

当事業年度
（平成19年12月31日）

※１．関係会社に係る注記

　区分掲記されたもの以外で、各科目に含まれている

関係会社に対するもののうち主なものは次のとおり

であります。

※１．関係会社に係る注記

　区分掲記されたもの以外で、各科目に含まれている

関係会社に対するもののうち主なものは次のとおり

であります。

売掛金 54,363千円

流動資産の「その他」 1,621千円

買掛金 17,637千円

売掛金 55,727千円

流動資産の「その他」 9,464千円

買掛金 36,803千円

２．受取手形裏書譲渡高 155,974千円 ２．受取手形裏書譲渡高 145,629千円

（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

※１．関係会社との取引に係るもの ※１．関係会社との取引に係るもの

売上高 711,493千円

仕入高 141,774千円

販売費及び一般管理費 523千円

受取利息 154千円

受取配当金 35,635千円

経営指導料 36,000千円

支払利息 19千円

売上高 835,910千円

仕入高 205,976千円

受取配当金 47,760千円

経営指導料 36,000千円

※２．他勘定振替高の内容は次のとおりであります。 ※２．他勘定振替高の内容は次のとおりであります。

製品廃棄損 195,692千円

製品回収等損失 45,834千円

計 241,527千円

製品廃棄損 330千円

製品評価損 3,136千円

計 3,466千円

※３．固定資産除却損の内容 ※３．固定資産除却損の内容

器具及び備品 108千円

ソフトウェア 25千円

計 133千円

建物 771千円

器具及び備品 420千円

計 1,191千円
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自平成18年１月１日　至平成18年12月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末
株式数（株）

当事業年度
増加株式数（株）

当事業年度
減少株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

自己株式     

普通株式（注） 478 478 － 956

合計 478 478 － 956

　（注）増加478株は株式分割によるものであります。

当事業年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末
株式数（株）

当事業年度
増加株式数（株）

当事業年度
減少株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

自己株式     

普通株式（注） 956 295 － 1,251

合計 956 295 － 1,251

　（注）増加295株は取締役会決議による自己株式の取得によるものであります。
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

 器具及び備品

取得価額相当額 5,950千円

減価償却累計額相当額 1,322千円

期末残高相当額 4,627千円

 器具及び備品

取得価額相当額 5,950千円

減価償却累計額相当額 3,305千円

期末残高相当額 2,644千円

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額

一年内 1,950千円

一年超 2,752千円

合計 4,702千円

一年内 2,047千円

一年超 704千円

合計 2,752千円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 ３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 2,760千円

減価償却費相当額 2,603千円

支払利息相当額 183千円

支払リース料 2,136千円

減価償却費相当額 1,983千円

支払利息相当額 185千円

４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

４．減価償却費相当額の算定方法

同左

５．利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。

５．利息相当額の算定方法

同左

（有価証券関係）

　前事業年度（自平成18年１月１日　至平成18年12月31日）及び当事業年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月

31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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（税効果会計関係）

前事業年度
（平成18年12月31日）

当事業年度
（平成19年12月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

（繰延税金資産）  

退職給付引当金損金算入限度超過額 20,999千円

役員退職慰労引当金損金算入超過額 81,414千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 22,731千円

投資有価証券評価損否認 2,466千円

その他 1,530千円

繰延税金資産小計 129,142千円

　評価性引当額 △25,197千円

　　繰延税金資産合計 103,944千円

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 △2,036千円

未収事業税 △4,171千円

繰延税金負債の合計 △6,208千円

繰延税金資産の純額 97,736千円

（繰延税金資産）  

退職給付引当金損金算入限度超過

額

27,808千円

未払役員退職慰労金 82,333千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 19,753千円

投資有価証券評価損否認 14,999千円

未払事業税 　8,511千円

その他有価証券評価差額金 690千円

その他 5,932千円

繰延税金資産小計 160,030千円

　評価性引当額 △117,407千円

　　繰延税金資産合計 42,622千円

  

  

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.5％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されな

い項目
6.4％

評価性引当額 56.5％

受取配当金等永久に益金に算入さ

れない項目
△32.5％

留保金課税 5.8％

税額控除 △1.5％

その他 △1.3％

税効果会計適用後の法人税等の負

担率
73.9％

法定実効税率 40.5％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されな

い項目
4.7％

評価性引当額 42.8％

受取配当金等永久に益金に算入さ

れない項目
△9.0％

留保金課税 2.6％

その他 0.5％

税効果会計適用後の法人税等の負

担率
82.1％
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１株当たり純資産額 68,878円49銭

１株当たり当期純利益金額 445円94銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
440円00銭

１株当たり純資産額 69,292円27銭

１株当たり当期純利益金額 1,483円20銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
1,469円79銭

　当社は、平成18年２月20日付で普通株式１株につき２株

の株式分割を行っております。

　なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の前事業年度における１株当たり情報については、以下の

とおりであります。

 

 

１株当たり純資産額 70,942円85銭

１株当たり当期純利益金額 8,254円41銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
8,126円96銭

  

  

 

 
 

　（注）　１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。

 
前事業年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１株当たり当期純利益金額   

  当期純利益（千円） 11,658 38,667

  普通株主に帰属しない金額（千円） － －

  普通株式に係る当期純利益（千円） 11,658 38,667

  期中平均株式数（株） 26,144 26,070

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

  当期純利益調整額（千円） － －

  普通株式増加数（株） 353 238

    （うち新株予約権） (353) (238)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要

－
新株予約権２種類（新株予約権の

数 702株）

（重要な後発事象）

 　　　該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

投資有価証

券

その他有

価証券

  ㈱メディアフラッグ 80,000.000 33,910

㈱シアーズ       300.000 30,000

ブックオフコーポレーション㈱ 22,100.000 14,453

㈱ウェッジホールディングス 105.000 2,111

小計 102,505.000 80,475

計 102,505.000 80,475

【その他】

種類及び銘柄 投資口数等（口）
貸借対照表計上額
（千円）

投資有価証

券

その他有

価証券

ジャフコスーパーＶ３－Ａ号

投資事業有限責任組合
1 99,036

小計 1 99,036

計 1 99,036
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額

(千円)

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産        

建物 11,343 26,856 1,380 36,819 9,453 1,834 27,365

器具及び備品 29,682 10,707 2,140 38,248 19,480 7,122 18,768

有形固定資産計 41,025 37,564 3,521 75,068 28,934 8,957 46,134

無形固定資産        

ソフトウェア 53,306 1,190 － 54,496 40,397 10,642 14,098

電話加入権 435 － － 435 － － 435

無形固定資産計 53,741 1,190 － 54,931 40,397 10,642 14,534

 （注）当期増加額のうち主なものは次のとおりです。

　　　 建物　本社事務所の増床工事　17,556千円

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 59,002 － － 8,044 50,958

役員退職慰労引当金 201,024 2,267 － 203,292 －

　（注）１貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、債権回収にともなう戻入額5,344千円、一般債権の貸倒実績率による

洗替額2,700千円であります。

　　　　２役員退職慰労引当金の「当期減少額（その他）」は、役員退職慰労金制度の廃止にともない全額取崩し、打ち切り

支給の未払額を固定負債「長期未払金」に振り替えたものです。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

イ．現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 1,221

預金

普通預金 572,438

定期預金 374,216

外貨預金 3,274

別段預金 263

小計 950,193

合計 951,415

ロ．受取手形

　相手先別内訳

相手先 金額（千円）

凸版印刷㈱ 15,785

㈱アサツーディ・ケイ 10,608

㈱博報堂プロダクツ 5,189

㈱カプコン 1,114

大日本印刷㈱ 1,020

合計 33,719

　期日別内訳

期日別 金額（千円）

平成20年1月 －

2月 －

3月 5,189

4月 28,529

合計 33,719

ハ．売掛金

　相手先別内訳

相手先 金額（千円）

ソニーイーエムシーエス㈱ 267,667

ＫＤＤＩ㈱ 84,202

㈱電通テック 74,683

㈱エスアイピー 55,727

索尼物流貿易有限公司 42,388

その他 342,432

合計 867,102
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　売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

次期繰越高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
365

1,000,685 5,968,230 6,101,814 867,102 87.6 57.1

　（注）　当期発生高には消費税等が含まれております。

ニ．製品

品目 金額（千円）

販促製作物 63,879

合計 63,879

ホ．仕掛品

品目 金額（千円）

販促製作物 3,681

合計 3,681

ヘ．貯蔵品

区分 金額（千円）

事務用品 646

合計 646

②　流動負債

イ．買掛金

相手先 金額（千円）

㈱エスアイピー 36,803

東洋佐々木ガラス㈱ 18,121

㈱アイエン 14,070

㈱教通 11,670

トムス㈱ 7,381

その他 136,284

合計 224,331

 

③　固定負債

イ．長期未払金

区分 金額（千円）

役員退職慰労金 203,292

合計 203,292

 

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 １月１日から１２月３１日まで

定時株主総会 ３月中

基準日 １２月３１日

株券の種類 １株券、５株券、１０株券、５０株券及び１００株券

剰余金の配当の基準日
６月３０日

１２月３１日

１単元の株式数 －

株式の名義書換え  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号

住友信託銀行株式会社証券代行部

株主名簿管理人
大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番３３号

住友信託銀行株式会社

取次所 住友信託銀行株式会社　全国本支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り  

取扱場所 －

株主名簿管理人 －

取次所 －

買取手数料 －

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。但し事故その他のやむを得ない事由

によって電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞

に掲載して行う。

なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次

のとおりです。

　http://www.legs.co.jp

株主に対する特典 該当事項なし
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第19期）（自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）平成19年３月29日関東財務局長に提出

(2) 半期報告書

    (第20期中)　　(自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日) 平成19年９月27日関東財務局長に提出

(3) 自己株券買付状況報告書

    平成19年10月12日、平成19年11月９日、平成19年12月12日、平成20年１月11日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

  平成１９年３月２９日 

株式会社レッグス    

 取締役会　御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 山下　　隆　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 土肥　　真　　印

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社

レッグスの平成１８年１月１日から平成１８年１２月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

レッグス及び連結子会社の平成１８年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。
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独立監査人の監査報告書

  平成２０年３月２７日 

株式会社レッグス    

 取締役会　御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 山下　　隆　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 杉山　正樹　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社レッグスの平成19年1月1日から平成19年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

レッグス及び連結子会社の平成19年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。
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独立監査人の監査報告書

  平成１９年３月２９日 

株式会社レッグス    

 取締役会　御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 山下　　隆　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 土肥　　真　　印

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社

レッグスの平成１８年１月１日から平成１８年１２月３１日までの第１９期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社レッ

グスの平成１８年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。
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独立監査人の監査報告書

  平成２０年３月２７日 

株式会社レッグス    

 取締役会　御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 山下　　隆　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 杉山　正樹　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社レッグスの平成19年1月1日から平成19年12月31日までの第20期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社レッ

グスの平成19年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。
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